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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．第84期の連結及び提出会社の中間（当期）純利益の減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等

による。 

３．純資産額の算定にあたり、第85期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

 

回次 第84期中 第85期中 第86期中 第84期 第85期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

(1）連結経営指標等    

売上高（百万円） 432,643 437,329 467,843 885,067 926,163

経常利益（百万円） 19,739 20,729 18,545 43,801 46,910

中間（当期）純利益（百万円） 6,461 9,363 17,893 20,229 25,538

純資産額（百万円） 338,904 392,855 394,294 377,205 413,141

総資産額（百万円） 777,972 825,143 815,014 808,357 879,153

１株当たり純資産額（円） 640.26 724.36 731.87 711.54 761.69

１株当たり中間（当期）純利益（円） 12.25 17.67 33.93 37.78 48.19

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益（円） 

12.24 17.65 33.91 37.75 48.13

自己資本比率（％） 43.56 46.53 47.18 46.66 45.93

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

13,185 20,803 13,021 38,268 41,929

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

31,799 △21,195 29,556 14,847 △59,100

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△13,218 △2,248 △36,348 △41,421 △2,484

現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高（百万円） 

64,215 42,244 34,709 44,629 25,968

従業員数（人） 17,825 18,209 19,211 17,966 18,905

(2）提出会社の経営指標等    

売上高（百万円） 182,874 183,491 181,234 371,523 380,242

経常利益（百万円） 12,996 14,463 10,284 25,172 27,562

中間（当期）純利益（百万円） 1,331 7,015 18,925 5,891 11,630

資本金（百万円） 100,002 100,002 100,002 100,002 100,002

発行済株式総数（千株） 539,507 539,507 539,507 539,507 539,507

純資産額（百万円） 295,654 326,429 308,998 322,392 331,213

総資産額（百万円） 508,403 541,121 502,148 529,094 569,333

１株当たり配当額（円） 5.00 6.00 7.00 11.00 14.00

自己資本比率（％） 58.15 60.32 61.51 60.93 58.16

従業員数（人） 2,494 2,552 2,535 2,504 2,589



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はない。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）である。 

  

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）である。 

  

(3）労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

  平成19年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

住宅事業 8,996 

環境・ライフライン事業 3,845 

高機能プラスチックス事業 5,293 

その他事業 859 

全社（共通） 218 

合計 19,211 

  平成19年９月30日現在 

従業員数（人） 2,535 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間は、成長分野である海外、車輌、ＩＴ、メディカルの各事業が順調に伸長し、売上高は前年同期比7.0％

増の4,678億円となった。一方、原材料価格の高騰や改正建築基準法施行の影響に加え、税制改正に伴う固定資産の残存簿価の

償却費を計上したことにより、営業利益は前年同期比6.9％減の178億円、経常利益は前年同期比10.5％減の185億円となった。

一方、中間純利益は、保有する積水ハウス株式会社株式の一部等売却に伴う売却益を特別利益に計上したことにより、前年同

期比91.1％増の178億円となった。 

事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりである。 

  

①住宅事業 

当中間連結会計期間は、東京・名古屋・大阪の各エリアを平成19年７月に広域販社体制に再編し経営の効率化を図ると

ともに、建替え市場をターゲットに、小屋裏空間を有効利用できる進・３階建て住宅「ドマーニ・コンファティックｎｅ

ｗ」、当社ならではの温熱性能をベースとしたコンパクト３階建て住宅「デシオ・ＢＲ（ビーアール）」、自然の恵みと

住み心地の良さを満喫する「グランツーユーＰｉａｃｈｅ（ピアーチェ）」などの新商品を発売し、受注拡大に取り組ん

だ。しかし、新体制の定着に時間を要したことや住宅需要が低調に推移したことなどにより、受注金額・売上高ともに前

年同期の水準を下回った。一方、住環境事業は、教育・研修を強化し、太陽光発電システムやタイル外壁などの重点商材

の拡販に努めた結果、売上高は堅調に推移した。これらの結果、売上高は前年同期比0.6％減の2,108億円、営業利益は前

年同期比14.2％減の62億円となった。 

  

②環境・ライフライン事業 

当中間連結会計期間は、北米における成形用プラスチックシート事業や中国における強化プラスチック管事業が好調に

推移し、海外事業が拡大した。また、米国の成形用ＡＢＳ系シートメーカーであるAllen Extruders,LLC.など新規連結子

会社も売上拡大に寄与し、売上高は前年同期比7.0％増の1,089億円となった。一方、主力の塩化ビニル管事業や建材事業

は、原材料価格の高騰や改正建築基準法施行による住宅着工数減少の影響を受け、営業利益は前年同期比44.9％減の14億

円にとどまった。そのような中で、国内の成長事業は順調に拡大した。管路更生事業がＳＰＲ工法を中心に堅調に推移

し、合成木材ＦＦＵなど機能材製品群も売上拡大に寄与した。新事業では「エコバリューウッド」が準構造材、化粧材な

どの用途で実績をあげ、前連結会計年度に初めてＰＦＩ方式により受注した埼玉県加須市の真空下水事業も順調に推移し

た。 

  

   ③高機能プラスチックス事業 

当中間連結会計期間は、戦略事業分野である車輌・ＩＴ・メディカル分野へ経営資源を集中することにより業容が拡大

し、売上高は前年同期比22.2％増の1,372億円、営業利益は前年同期比16.5％増の115億円となり、増収増益となった。車

輌分野は、遮音性や遮熱性を付与した高機能中間膜や樹脂成型品などが好調に推移した。ＩＴ分野は、液晶ディスプレイ

市場において競争が激化したものの、液晶用微粒子製品や光学用テープ・フィルムが順調に売上を伸ばした。メディカル

分野は、検査薬や真空採血管が順調に売上を拡大した。また、平成19年６月には、今後拡大が見込まれるインド市場の開

拓を加速するため、初めてインドに現地法人を設立した。これらの結果、海外事業の売上高は、アジア・欧米ともに前年

同期を大幅に上回った。 

  

   ④その他事業 

当中間連結会計期間は、売上高は前年同期比5.7％減の230億円、営業損失は11億円（前年同期は３億円の損失）となっ

た。 

  

 



(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より8,740百

万円（33.7%）増加し、当中間連結会計期間末には34,709百万円となった。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動の結果増加した資金は13,021百万円（前年同期比7,782百万円減）となった。これは、

税金等調整前中間純利益31,167百万円に加え、減価償却費13,763百万円、売上債権の減少8,712百万円等の増加要因があった一

方で、営業活動によるキャッシュ・フローから控除される投資有価証券売却益23,134百万円、棚卸資産の増加1,387百万円、仕

入債務の減少2,741百万円、前受金の減少1,800百万円、法人税等の支払11,540百万円等の減少要因があったためである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において投資活動の結果増加した資金は29,556百万円（前年同期21,195百万円の支出）となった。これ

は、保有する積水ハウス株式会社の株式の一部等の投資有価証券売却による53,377百万円の増加があった一方で、重点及び成

長分野を中心に有形・無形固定資産20,428百万円の取得、米国のＡＢＳ系シートメーカーAllen Extruders,Inc.の事業買収

5,780百万円等の積極的な投資を行ったためである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において財務活動の結果減少した資金は36,348百万円（前年同期比34,100百万円減）となった。これ

は、配当金の支払4,426百万円、自己株式の取得4,704百万円に加えて、有利子負債の純減少26,831百万円等があったためであ

る。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（注）１．金額は、販売価格による概算値である。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における住宅事業の受注状況を示すと、次のとおりである。 

 なお、住宅事業を除く製品については見込生産を主として行っているので、特記すべきものはない。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

住宅事業 211,036 △4.1 

環境・ライフライン事業 110,737 6.0 

高機能プラスチックス事業 138,471 21.0 

その他事業 22,821 △0.7 

消去又は全社 △12,337 － 

合計 470,728 5.0 

区分  受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％）

住宅事業 186,646 △6.4 144,300 △7.9 

事業の種類別セグメントの名称  金額（百万円） 前年同期比（％） 

住宅事業 210,834 △0.6 

環境・ライフライン事業 108,954 7.0 

高機能プラスチックス事業 137,272 22.2 

その他事業 23,087 △5.7 

消去又は全社 △12,304 － 

合計 467,843 7.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はない。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

事業譲受に関する契約 

当社の連結子会社であるSekisui America Corporationは、平成19年４月６日に新たな事業承継会社Allen Extruders,LLC.を

設立し、同社においてＡＢＳ系シートメーカーAllen Extruders,Inc.の事業を買収するために、資産譲渡契約を締結した。詳

細は、「第５［経理の状況］１［中間連結財務諸表等］の「注記事項（企業結合等関係）」」に記載のとおりである。 

  

５【研究開発活動】 

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、住宅、環境・ライフライン、高機能プラスチックスのそれぞれ

の事業部門で定めた狙いに対して、基礎研究や応用技術から新規事業の開拓まで、先端技術で際立つための研究・開発を進め

た。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は13,043百万円である。また、各事業部門別の研究開発内容及び研

究開発費は次のとおりである。 

  

(1) 住宅事業 

住宅事業では、「地球環境にやさしく、60年以上安心して快適に住み続けることのできる住まいの提供」という事業理念の

もと、新築住宅分野では、技術部住宅技術研究所と商品開発部が中心となり、鉄骨系及び木質系ユニット住宅の新製品開発・

要素技術開発を、リフォーム分野では、住環境事業部技術部においてストック型住宅事業の強化に向けたリフォーム技術・メ

ニュー開発を推進している。 

当中間連結会計期間の主な成果としては、鉄骨系ユニット住宅ではトライワイド工法による無柱小屋裏空間の居室化を実現

した進・３階建て新商品「ドマーニ・コンファティックｎｅｗ」及び新外壁ビオレジストーンウォールと最大６層空間が構成

可能なスキップタワーを特徴としたコンパクト３階建て新商品「デシオ・ＢＲ（ビーアール）」を上市するとともに、積極的

賃貸派の入居者ニーズに対応した賃貸集合住宅の新商品「レトア07モデル」を上市した。また、耐震性能をさらに進化させる

複合型・地震動吸収システム「ＧＡＩＡＳＳ（ガイアス）」を新開発・導入した。木質系ユニット住宅では、２×６ユニット

工法を活かした新開発の工場取り付け１階タイル外壁(２階ティンバーウォール)と新空間パノラマコートが特徴の企画型新商

品「グランツーユーＰｉａｃｈｅ（ピアーチェ）」を上市した。 

リフォーム分野では、後付けウォームファクトリーの開発、コンパクトサニタリー改修メニューの追加を行い、当社の住宅

オーナーの要望に応える「既築ハイム・ツーユーホームの住性能向上メニュー」を拡充した。 

当事業に係る研究開発費は2,361百万円である。 

  

 



(2) 環境・ライフライン事業 

環境・ライフライン事業では、各事業部と京都研究所が連携し、管工機材及び住宅資材関連の新製品開発を進めている。ま

た、京都研究所と新事業プロジェクトにより、新事業創出のための研究開発と事業化検証を行っている。 

当中間連結会計期間の主な成果としては、管工機材関連では、業界初となる耐火性能を持つ塩化ビニル素材の開発に成功

し、耐火性能を持った建築排水・通気用硬質ポリ塩化ビニル管「エスロン耐火ＶＰパイプ」及び継手「エスロン耐火ＤＶ継

手」を上市した。建築排水・通気管分野における塩化ビニル管のさらなる需要拡大を図る。 

プラント資材事業関連では、平成19年４月に米国の成形用ＡＢＳ系プラスチックシートメーカーAllen Extruders,Inc.を買

収し、事業拡大を進めている。また、プラント向けの工業用塩化ビニル管材・バルブの製造・販売を行う台湾の積水塑膠管材

股份有限公司の新工場を開設し、６月から稼動を始めた。化学工場、先端的ＩＴ関連工場や、水処理場など環境分野における

設備投資のグローバルな需要増加に対応できる拠点としていく。 

インフラ複合材事業関連では、中国の生産拠点である永昌積水複合材料有限公司の上海工場にＦＦＵ生産ラインを立ち上げ

中であり、中国における鉄道枕木市場への対応力強化を図っていく。 

住宅資材関連では、建材事業50周年記念商品として、建築向け断熱材としてトップクラスの性能を誇る高性能フェノール

フォーム断熱材「フェノバボード」を開発した。住宅の「次世代省エネルギー基準」の制定など、近年の高断熱・省エネニー

ズの高まりにより、伸長の著しい建築向け断熱ボード市場に展開し、エクステリア製品に続く建材事業の第３の柱としてい

く。 

当事業に係る研究開発費は2,847百万円である。 

  

(3) 高機能プラスチックス事業 

 高機能プラスチックス事業では、主に各事業部と開発研究所が連携して、高機能素材、成形加工品、メディカル関連の新製

品及び新素材・生産技術の開発を推進している。 

 また、開発研究所では新規事業の芽となる研究開発を行い、そこから立ち上げられた２つの事業プロジェクトは電子材料分

野及び機能建材分野での新規事業基盤構築に向けた活動を推進している。 

 当中間連結会計期間の主な成果としては、電子材料関連では、半導体ソリューション事業を目指して、高密度記憶用３次元

メモリー接合用として、バックグラインドテープ「耐熱セルファ」の開発が進展し、チップ接合用シートもユーザー採用に向

けて開発が大幅に進展した。また、液晶用光学フィルムを液晶テレビ向けにも上市し、液晶テレビの新生産方式に対応する新

規スペーサや液晶以外のディスプレイ用の新規シール剤も開発が着実に進展した。メディカル関連では、検査薬重点分野であ

る感染症及び血液凝固分野から２つの診断薬新製品を上市し、さらにオンリーワン製品として冠状動脈リスクマーカー検査用

酸化ＬＤＬ検査薬の製造承認を取得した。車輌関連では、当社独自の押出発泡成形技術を活かし、従来より意匠性を高めた美

麗発泡体を上市し、カラー遮音中間膜の開発が着実に進展した。機能建材関連では、太陽電池シール用フィルムを上市した。 

 当事業に係る研究開発費は5,804百万円である。 

  

(4) その他事業 

新しい事業創出を目指して、Ｒ＆ＤセンターＮＢＯ(ニュービジネスオフィス)で研究開発及び事業立ち上げを行っている。 

ＮＢＯの中で、Ｐ２事業推進部では「常圧プラズマ」を用いた事業展開を行っており、その特徴を活かす用途として、大型

ＦＰＤ基板作成のいくつかの工程でスタンダードな技術になってきている。具体的には各種ドライ洗浄工程、特殊表面処理工

程であり、エッチング、アッシング等の工程についても平成20年度からの上市を目指し、鋭意評価中である。 

開発推進センターでは、先端ＩＴ材料、エネルギー関連材料の開発を中心に独自材料を開発しており、いくつかの新しい材

料で現在ユーザー提案評価中である。 

当事業に係る研究開発費は2,031百万円である。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末に Sekisui S-Lec B.V.において計画中であった、中間膜原料生産設備（平成19年５月完了予定）について

は、生産性改善工事実施のため、平成19年８月完了に変更した。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、

売却等の計画はない。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行している。 

① 平成15年６月27日定時株主総会決議 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,187,540,000 

計 1,187,540,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株) 

（平成19年９月30日） 
提出日現在発行数(株)
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容

普通株式 539,507,285 539,507,285
東京証券取引所市場第一部 
大阪証券取引所市場第一部 

－ 

計 539,507,285 539,507,285 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在
(平成19年11月30日)

新株予約権の数（個） 230 195 

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個） 

－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 230,000 195,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 453 同左 

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～平成20年６月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） 

発行価格   453
資本組入額  227 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の行使に係る権利行使価額の
年間の合計額は1,200万円を超えることが
できない。 

②新株予約権の割当を受けた者は、権利行
使時においても当社または当社関係会社
の取締役もしくは従業員の地位にあるこ
とを要する。ただし、当社または当社関
係会社の取締役を任期満了により退任し
た場合、または定年により退職した場
合、その他正当な理由のある場合はこの
限りでない。 

③新株予約権の質入、その他一切の処分
は、認めない。 

④その他の権利行使の条件は、取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権者との間
で締結した「新株予約権割当契約」に定
めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、取締役会の
承認を必要とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

－ － 



② 平成16年６月29日定時株主総会決議 

  

 

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在
(平成19年11月30日)

新株予約権の数（個） 784 784 

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個） 

－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 784,000 784,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 888 同左 

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成21年６月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） 

発行価格   888
資本組入額  444 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行
使時においても当社または当社関係会社
の取締役もしくは従業員の地位にあるこ
とを要する。ただし、当社または当社関
係会社の取締役を任期満了により退任し
た場合、または定年により退職した場
合、その他正当な理由のある場合はこの
限りでない。 

②新株予約権の質入、その他一切の処分
は、認めない。 

③その他の権利行使の条件は、取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権者との間
で締結した「新株予約権割当契約」に定
めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、取締役会の
承認を必要とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

－ － 



③ 平成17年６月29日定時株主総会決議 

  

 

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在
(平成19年11月30日)

新株予約権の数（個） 976 966 

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個） 

－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 976,000 966,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 775 同左 

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） 

発行価格   775
資本組入額  388 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行
使時においても当社または当社関係会社
の取締役もしくは従業員の地位にあるこ
とを要する。ただし、当社または当社関
係会社の取締役を任期満了により退任し
た場合、または定年により退職した場
合、その他正当な理由のある場合はこの
限りでない。 

②新株予約権の質入、その他一切の処分
は、認めない。 

③その他の権利行使の条件は、取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権者との間
で締結した「新株予約権割当契約」に定
めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、取締役会の
承認を必要とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

－ － 



当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行している。 

① 平成18年６月29日定時株主総会決議 

  

 

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在
(平成19年11月30日)

新株予約権の数（個） 1,090 1,090 

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個） 

－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,090,000 1,090,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,045 同左 

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） 

発行価格  1,045
資本組入額  523 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、行使時においても当社
または当社関係会社の取締役もしくは従
業員の地位にあることを要する。ただ
し、当社または当社関係会社の取締役を
任期満了により退任した場合、その他正
当な理由のある場合はこの限りでない。 

②新株予約権の質入、その他一切の処分
は、認めない。 

③その他の権利行使の条件は、取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権者との間
で締結した「新株予約権割当契約」に定
めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、
当社取締役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

－ － 



② 平成19年６月28日定時株主総会および取締役会決議 

  

 

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在
(平成19年11月30日)

新株予約権の数（個） 1,050 1,050 

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個） 

－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,050,000 1,050,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,010 同左 

新株予約権の行使期間 平成21年７月１日～平成24年６月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） 

発行価格  1,010
資本組入額  505 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、行使時においても当社
または当社関係会社の取締役もしくは従
業員の地位にあることを要する。ただ
し、当社または当社関係会社の取締役を
任期満了により退任した場合、その他正
当な理由のある場合はこの限りでない。 

②新株予約権の質入、その他一切の処分
は、認めない。 

③その他の権利行使の条件は、取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権者との間
で締結した「新株予約権割当契約」に定
めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、
当社取締役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

－ － 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項なし 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金
増減額 

（百万円） 

資本金
残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

－ 539,507 － 100,002 － 109,234



(5）【大株主の状況】 

（注）1.当社は、自己株式13,796千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.55％）を所有している。 

2.株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及び共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ投信株式会社から平

成19年７月２日付の大量保有報告書の写しの送付があり、同日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けた

が、当社として当中間期末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていな

い。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりである。 

 

    平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

旭化成株式会社 東京都千代田区有楽町1丁目1－2 31,039 5.75 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1丁目13－1 26,181 4.85 

日本マスタートラスト信託銀行株 
式会社（信託口） 

東京都港区浜松町2丁目11－3
  

25,964 
  

4.81 
  

積水ハウス株式会社 大阪市北区大淀中1丁目1－88 25,592 4.74 

日本トラスティ・サービス信託銀 
行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1丁目8－11
  

19,362 
  

3.58 
  

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2－1 15,927 2.95 

ステートストリートバンクアンドト
ラストカンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行) 

アメリカ・ボストン
（東京都中央区日本橋兜町6－7） 
  
  

9,707 
  
  
  

1.79 
  
  
  

メロンバンクエヌエーアズエージェ
ントフォーイッツクライアントメロ
ンオムニバスユーエスペンション 
（常任代理人 香港上海銀行） 

アメリカ・ボストン
（東京都中央区日本橋3丁目11－1) 
  
  

8,839 
  
  
  

1.63 
  
  
  

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証券投資信託口） 
  

東京都中央区晴海1丁目8－12
晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟 

8,329 
  
  

1.54 
  
  

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1丁目9－1 7,765 1.43 

計 － 178,707 33.12 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内1丁目4-5 7,618 1.41

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 同上 19,003 3.52

三菱ＵＦＪ投信株式会社 同上 956 0.18

計 － 27,577 5.11



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株（議決権10個）含まれている。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 13,837,000 －
権利関係に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 523,449,000 523,449 同上 

単元未満株式 普通株式 2,221,285 － 同上 

発行済株式総数 539,507,285 － － 

総株主の議決権 － 523,449 － 

      平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式
数の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 
積水化学工業株式会社 

大阪市北区西天満2
丁目4－4 

13,796,000 － 13,796,000 2.55 

（相互保有株式） 
栃木セキスイハイム株式
会社 

栃木県宇都宮市東
宿郷5丁目3－4 

41,000 － 41,000 0.00 

計 － 13,837,000 － 13,837,000 2.56 

月別 
平成19年 
４月 

  
５月 ６月 ７月 ８月 

  
９月 

最高（円） 994 963 980 1,006 971 866

最低（円） 892 868 882 919 772 768



３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりである。 

役職の異動 

  

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

専務取締役 
高機能プラスチックスカンパニー 
プレジデント 
  

専務取締役
高機能プラスチックスカンパニー 
プレジデント、ＢＤ関連ビジネス 
ユニット担当 

松永 隆善 平成19年７月１日

取締役 
高機能プラスチックスカンパニー 
ＢＤ関連ビジネスユニット担当 

取締役 
高機能プラスチックスカンパニー 
ＩＴ関連ビジネスユニット担当 

上坂 外志夫 平成19年７月１日

取締役 
住宅カンパニー営業部担当、住宅事
業部長 

取締役 
住宅カンパニー住宅事業部長兼企画
管理部長 

高下 貞二 平成19年７月１日

取締役 
東京セキスイハイム株式会社代表取
締役社長兼東京セキスイファミエス
株式会社代表取締役兼セキスイハイ
ム不動産株式会社代表取締役 

取締役 
住宅カンパニー東京支店長 
  
  
  

渡辺 博行 平成19年７月１日

取締役 
高機能プラスチックスカンパニー 
ＩＴ関連ビジネスユニット担当、フ
ァインケミカル事業部長 

取締役 
高機能プラスチックスカンパニーフ
ァインケミカル事業部長 
  

井上 健 平成19年７月１日

取締役 
環境・ライフラインカンパニー営業
統括、建材事業及び住宅資材関連事
業担当、給排水システム事業部長 

取締役 
環境・ライフラインカンパニー営業
統括、給排水システム事業、建材事
業及び住宅資材関連事業担当 

周藤 龍夫 平成19年７月11日

専務取締役 
社長特命事項担当 
  

専務取締役
環境・ライフラインカンパニー 
プレジデント 

田頭 秀雄 平成19年10月１日

常務取締役 
環境・ライフラインカンパニー 
プレジデント 

常務取締役
コーポレートコミュニケーション部
担当、経営戦略部長 

滝谷 善行 平成19年10月１日

常務取締役 
ＣＴＯ、経営戦略部長兼Ｒ＆Ｄセン
ター所長 

常務取締役
ＣＴＯ、Ｒ＆Ｄセンター所長 
  

吉田 健 平成19年10月１日

常務取締役 
コーポレートコミュニケーション部
担当、経営管理部長 

常務取締役
経営管理部長 
  

根岸 修史 平成19年10月１日

取締役 
住宅カンパニープレジデント臨時代
行、営業部担当、住宅事業部長 

取締役 
住宅カンパニー営業部担当、住宅事
業部長 

高下 貞二 平成19年11月１日

取締役 
環境・ライフラインカンパニー営業
統括、給排水システム事業、建材事
業及び住宅資材関連事業担当 

取締役 
環境・ライフラインカンパニー営業
統括、建材事業及び住宅資材関連事
業担当、給排水システム事業部長 

周藤 龍夫 平成19年11月１日



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

  なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間

連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、並びに、金融商品

取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務

諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間

監査を受けている。 

  

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金     42,414 34,824   26,083 

２．受取手形 ※６   56,076 57,739   66,590 

３．売掛金     98,741 112,961   110,116 

４．有価証券     21 45   22 

５．製品     37,450 42,458   40,704 

６．販売用土地     15,302 19,145   19,772 

７．その他の棚卸資産     50,182 51,322   48,843 

８．前渡金     2,084 1,552   1,202 

９．前払費用     1,592 2,271   1,168 

10．繰延税金資産     7,518 13,461   11,609 

11．短期貸付金     2,449 2,409   3,061 

12．その他     13,441 12,734   13,092 

13．貸倒引当金     △991 △1,233   △1,282 

流動資産合計     326,284 39.5 349,692 42.9   340,986 38.8

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※１        

(1）建物及び構築物 ※２ 82,895   89,943 86,798  

(2）機械装置及び運
搬具 

※２ 58,713   67,236 61,176  

(3）土地 ※２ 64,954   70,112 67,958  

(4）建設仮勘定   16,580   14,819 20,161  

(5）その他   7,931 231,076 (28.0) 9,382 251,494 (30.9) 9,391 245,485 (27.9)

２．無形固定資産 ※２        

(1）のれん   3,020   21,032 18,638  

(2）ソフトウェア   3,825   4,498 4,674  

(3）その他   1,832 8,677 (1.1) 3,561 29,092 (3.6) 1,939 25,252 (2.9)

３．投資その他の資産          

(1）投資有価証券 ※２ 243,117   163,501 249,432  

(2）長期貸付金   4,128   787 2,184  

(3）長期前払費用   1,513   1,480 1,553  

(4）繰延税金資産   3,325   9,141 4,163  

(5）その他   10,516   11,109 11,829  

(6）貸倒引当金   △3,497 259,104 (31.4) △1,285 184,734 (22.7) △1,734 267,428 (30.4)

固定資産合計     498,858 60.5 465,321 57.1   538,166 61.2

資産合計     825,143 100.0 815,014 100.0   879,153 100.0

           



  
 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形 ※2,6   14,432 15,026   14,972 

２．買掛金 ※２   120,232 122,411   124,152 

３．短期借入金 ※２   47,988 42,678   59,353 

４．コマーシャルペー
パー 

    － －   3,000 

５．１年以内償還 
予定社債 

    10,000 －   10,000 

６．未払費用     27,508 30,703   29,731 

７．未払法人税等     8,125 15,504   13,096 

８．繰延税金負債     90 210   110 

９．賞与引当金     11,985 13,173   13,443 

10．役員賞与引当金     － －   345 

11．完成工事補償 
引当金 

    966 936   936 

12．前受金     43,192 36,027   37,820 

13．その他 ※８   27,309 34,757   34,449 

流動負債合計     311,832 37.8 311,428 38.2   341,413 38.8

Ⅱ 固定負債          

１．社債 ※２   5,000 5,666   5,641 

２．長期借入金 ※２   33,518 37,341   33,289 

３．繰延税金負債     15,431 2,858   18,928 

４．退職給付引当金 ※７   61,144 57,453   60,643 

５．その他     5,360 5,970   6,095 

固定負債合計     120,454 14.6 109,290 13.4   124,598 14.2

負債合計     432,287 52.4 420,719 51.6   466,011 53.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     100,002 12.1 100,002 12.3   100,002 11.4

２．資本剰余金     109,420 13.3 109,394 13.4   109,420 12.4

３．利益剰余金     124,585 15.1 151,347 18.6   137,712 15.7

４．自己株式     △6,460 △0.8 △10,902 △1.3   △6,375 △0.7

  株主資本合計     327,548 39.7 349,842 42.9   340,759 38.8

Ⅱ 評価・換算差額等          

１．その他有価証券評
価差額金 

    54,145 6.6 24,861 3.1   57,427 6.5

２．土地再評価差額金     215 0.0 216 0.0   216 0.0

３．為替換算調整勘定     2,020 0.2 9,564 1.2   5,419 0.6

評価・換算差額等
合計 

    56,380 6.8 34,642 4.3   63,063 7.2

Ⅲ 新株予約権     18 0.0 142 0.0   73 0.0

Ⅳ 少数株主持分     8,908 1.1 9,667 1.2   9,244 1.1

純資産合計     392,855 47.6 394,294 48.4   413,141 47.0

負債純資産合計     825,143 100.0 815,014 100.0   879,153 100.0

           



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     437,329 100.0 467,843 100.0   926,163 100.0

Ⅱ 売上原価     309,863 70.9 333,548 71.3   656,504 70.9

売上総利益     127,465 29.1 134,294 28.7   269,659 29.1

Ⅲ 販売費及び一般 
管理費 

※１   108,274 24.8 116,425 24.9   224,501 24.2

営業利益     19,191 4.4 17,869 3.8   45,157 4.9

Ⅳ 営業外収益          

１．受取利息   371   602 910  

２．受取配当金   2,270   2,423 2,450  

３．持分法による 
投資利益 

  423   － 1,414  

４．雑収入   2,485 5,550 1.3 2,038 5,063 1.1 5,435 10,210 1.1

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息   853   964 1,757  

２．コマーシャルペー
パー割引料 

  －   12 19  

３．売上割引   159   155 333  

４．持分法による 
投資損失 

  －   476 －  

５．雑支出   2,999 4,012 0.9 2,778 4,387 0.9 6,347 8,458 0.9

経常利益     20,729 4.7 18,545 4.0   46,910 5.1

Ⅵ 特別利益          

１．投資有価証券  
売却益 

  －   23,134 －  

２．事業譲渡益   － － － 478 23,612 5.0 － － －

Ⅶ 特別損失          

１．構造改善費用 ※２ 969   6,895 4,339  

２．棚卸資産評価損   －   3,069 －  

３．減損損失 ※３ 1,218   － 1,800  

４．固定資産売却及び
除却損 

※４ 928 3,115 0.7 1,026 10,991 2.3 1,913 8,053 0.9

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    17,613 4.0 31,167 6.7   38,856 4.2

法人税、住民税 
及び事業税 

※５ 8,044   13,130 15,322  

法人税等調整額   － 8,044 1.8 － 13,130 2.8 △2,634 12,688 1.4

少数株主利益     205 0.0 143 0.0   629 0.1

中間（当期） 
純利益 

    9,363 2.1 17,893 3.8   25,538 2.8

           



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

100,002 109,456 118,909 △6,629 321,738

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）   △3,180   △3,180

役員賞与（注）   △314   △314

連結子会社増加に伴う剰余金 
減少高 

  △190   △190

連結子会社除外に伴う剰余金 
減少高 

  △2   △2

中間純利益   9,363   9,363

自己株式の取得   △46 △46

自己株式の処分   △36 215 179

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

    －

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ △36 5,677 169 5,810

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

100,002 109,420 124,585 △6,460 327,548

  

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他有
価証券評
価差額金 

土地再評
価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

54,051 215 1,199 55,467 － 10,253 387,459

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）       △3,180

役員賞与（注）       △314

連結子会社増加に伴う剰余金 
減少高 

      △190

連結子会社除外に伴う剰余金 
減少高 

      △2

中間純利益       9,363

自己株式の取得       △46

自己株式の処分       179

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

93 － 820 913 18 △1,345 △414

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

93 － 820 913 18 △1,345 5,396

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

54,145 215 2,020 56,380 18 8,908 392,855



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

100,002 109,420 137,712 △6,375 340,759

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当   △4,244   △4,244

連結子会社増加に伴う剰余金 
減少高 

  △8   △8

連結子会社除外に伴う剰余金 
減少高 

  △6   △6

中間純利益   17,893   17,893

自己株式の取得   △4,704 △4,704

自己株式の処分   △25 178 152

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

   

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ △25 13,634 △4,526 9,082

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

100,002 109,394 151,347 △10,902 349,842

  

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他有
価証券評
価差額金 

土地再評
価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

57,427 216 5,419 63,063 73 9,244 413,141

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当       △4,244

連結子会社増加に伴う剰余金 
減少高 

      △8

連結子会社除外に伴う剰余金 
減少高 

      △6

中間純利益       17,893

自己株式の取得       △4,704

自己株式の処分       152

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△32,565 0 4,144 △28,420 68 423 △27,928

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△32,565 0 4,144 △28,420 68 423 △18,846

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

24,861 216 9,564 34,642 142 9,667 394,294



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

100,002 109,456 118,909 △6,629 321,738

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △3,180   △3,180

剰余金の配当   △3,182   △3,182

役員賞与（注）   △314   △314

連結子会社増加に伴う剰余金 
減少高 

  △55   △55

連結子会社除外に伴う剰余金 
減少高 

  △2   △2

当期純利益   25,538   25,538

自己株式の取得   △101 △101

自己株式の処分   △36 354 318

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

   

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ △36 18,805 253 19,022

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

100,002 109,420 137,712 △6,375 340,759

  

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他有
価証券評
価差額金 

土地再評
価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

54,051 215 1,199 55,467 － 10,253 387,459

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）       △3,180

剰余金の配当       △3,182

役員賞与（注）       △314

連結子会社増加に伴う剰余金 
減少高 

      △55

連結子会社除外に伴う剰余金 
減少高 

      △2

当期純利益       25,538

自己株式の取得       △101

自己株式の処分       318

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

3,376 1 4,219 7,596 73 △1,009 6,660

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

3,376 1 4,219 7,596 73 △1,009 25,681

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

57,427 216 5,419 63,063 73 9,244 413,141



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．税金等調整前中間
（当期）純利益 

  17,613 31,167 38,856 

２．減価償却費   12,057 13,763 26,045 

３．減損損失   1,218 － 1,800 

４．投資有価証券売却益   － △23,134 － 

５．固定資産売却及び除
却損 

  928 1,026 1,913 

６．退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  △1,736 △3,345 △3,103 

７．受取利息及び受取配
当金 

  △2,641 △3,025 △3,360 

８．支払利息   1,013 1,132 2,110 

９．持分法による投資損
益（利益：△） 

  △423 476 △1,414 

10．売上債権の増減額
（増加：△） 

  △4,741 8,712 △19,994 

11．棚卸資産の増減額
（増加：△） 

  △7,626 △1,387 △8,991 

12．仕入債務の増減額
（減少：△） 

  4,481 △2,741 8,500 

13．前受金の増減額 
（減少：△） 

  4,431 △1,800 △1,370 

14．役員賞与の支払額   △314 － △314 

15．その他   △648 1,604 7,859 

小計   23,612 22,448 48,536 

16．利息及び配当金の受
取額 

  2,807 3,272 3,673 

17．利息の支払額   △964 △1,159 △2,051 

18．法人税等の支払額   △4,650 △11,540 △8,229 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  20,803 13,021 41,929 



 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．有形固定資産の取得
による支出 

  △14,772 △19,326 △32,706 

２．有形固定資産の売却
による収入 

  1,871 378 2,872 

３．投資有価証券の取得
による支出 

  △3,461 △441 △3,757 

４．投資有価証券の売却
又は償還による収入 

  84 53,377 1,039 

５．連結の範囲の変更を
伴う子会社株式の取
得による支出 

  － － △20,662 

６．子会社株式の一部売
却による収入 

  － 1,381 － 

７．事業の譲受による支
出 

  － △5,780 － 

８．少数株主からの連結
子会社株式の取得に
よる支出 

  △2,212 △211 △2,640 

９．無形固定資産・長期
前払費用の取得によ
る支出 

  △1,167 △1,102 △2,542 

10．短期貸付金の純増減
額（増加：△） 

  △1,022 85 △1,551 

11．長期貸付による支出   △13 △11 △27 

12．長期貸付金の回収に
よる収入 

  686 20 861 

13．その他   △1,189 1,186 13 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △21,195 29,556 △59,100 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．短期借入金の純増減
額（減少：△） 

  △2,500 2,284 △1,053 

２．コマーシャルペーパ
ーの純増減額 
（減少：△） 

  － △3,000 3,000 

３．長期借入れによる収
入 

  12,982 10,406 18,632 

４．長期借入金の返済に
よる支出 

  △9,695 △26,521 △14,017 

５．社債の発行による収
入 

  － － 621 

６．社債の償還による支
出 

  － △10,000 － 

７．配当金の支払額   △3,178 △4,241 △6,361 

８．少数株主への配当金
の支払額 

  △272 △185 △272 

９. 新規連結子会社の旧
株主に対する配当に
係る源泉税の支払額 

  － － △2,997 

10．自己株式の売却によ
る収入 

  0 4 3 

11．自己株式の取得によ
る支出 

  △46 △4,704 △100 

12．その他   462 △390 60 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,248 △36,348 △2,484 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  69 834 783 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  △2,570 7,063 △18,873 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  44,629 25,968 44,629 

Ⅶ 連結子会社増加に伴う
現金及び現金同等物の
増加額 

  185 1,697 212 

Ⅷ 連結子会社除外に伴う
現金及び現金同等物の
減少額 

  － △20 － 

Ⅸ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 42,244 34,709 25,968 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数及びその主要な会社名 (1）連結子会社の数及びその主要な会社名 (1）連結子会社の数及びその主要な会社名 

連結子会社の数 145社 連結子会社の数 132社 連結子会社の数 147社 

主要な連結子会社名 主要な連結子会社名 主要な連結子会社名 

徳山積水工業株式会社、ヒノマル株式

会社、株式会社ヴァンテック、積水成型

工業株式会社、積水フーラー株式会社、

積水ホームテクノ株式会社、積水フィル

ム株式会社、東京セキスイ工業株式会

社、関西セキスイ工業株式会社、セキス

イハイム東北株式会社、セキスイハイム

信越株式会社、名古屋セキスイハイム株

式会社、セキスイハイム中国株式会社、

セキスイハイム九州株式会社、北海道セ

キスイハイム株式会社、セキスイハイム

東京株式会社、セキスイハイム神奈川株

式会社、セキスイハイム千葉株式会社、

セキスイハイム埼玉株式会社、セキスイ

ハイム京滋株式会社、セキスイハイム大

阪株式会社、セキスイハイム阪奈株式会

社、積水アクアシステム株式会社、

Sekisui America Corporation、映甫化

学株式会社 

なお、当中間連結会計期間において、

株式会社エムアンドエスパイプシステム

ズ、積水屋根システム株式会社、無錫積

菱塑料有限公司、積水（青島）塑膠有限

公司、積水三豋股份有限公司、台湾積水

化学股份有限公司の６社を重要となった

ため新たに連結の範囲に含めている。 

また、前連結会計年度において連結子

会社であった岐阜セキスイハイム株式会

社は名古屋セキスイハイム株式会社に、

岐阜セキスイファミエス株式会社は名古

屋セキスイファミエス株式会社にそれぞ

れ統合された。 

なお、前連結会計年度において連結子

会社であった株式会社セキスイビジネス

アソシエイツについては保有株式を譲渡

したことにより連結子会社から除外して

いる。 

第一化学薬品株式会社、徳山積水工業

株式会社、ヒノマル株式会社、株式会社

ヴァンテック、積水成型工業株式会社、

東京セキスイハイム株式会社、セキスイ

ハイム近畿株式会社、積水フーラー株式

会社、積水ホームテクノ株式会社、積水

フィルム株式会社、東京セキスイ工業株

式会社、関西セキスイ工業株式会社、セ

キスイハイム東北株式会社、セキスイハ

イム信越株式会社、セキスイハイム中部

株式会社、セキスイハイム中国株式会

社、セキスイハイム九州株式会社、北海

道セキスイハイム株式会社、積水アクア

システム株式会社、Sekisui  America 

Corporation、映甫化学株式会社 

なお、当中間連結会計期間において、

Allen Extruders,LLC.について事業を譲

り受けたため、渡辺産商株式会社、

Muhan Co.,Ltd.、映甫高新材料（廊坊）

有限公司の３社は重要となったため、九

州セキスイハイム不動産株式会社は新規

に設立したことにより、それぞれ連結の

範囲に含めている。 

また、セキスイハイム東京株式会社、

セキスイハイム神奈川株式会社、セキス

イハイム千葉株式会社、セキスイハイム

埼玉株式会社、セキスイハイム山梨株式

会社の５社は合併により東京セキスイハ

イム株式会社（セキスイハイム東京株式

会社の商号を変更）として、名古屋セキ

スイハイム株式会社、北陸セキスイハイ

ム株式会社、三重セキスイハイム株式会

社の３社は合併によりセキスイハイム中

部株式会社（名古屋セキスイハイム株式

会社の商号を変更）として、セキスイハ

イム大阪株式会社、セキスイハイム京滋

株式会社、セキスイハイム阪奈株式会

社、和歌山セキスイハイム株式会社、北

近畿セキスイハイム株式会社の５社は合

併によりセキスイハイム近畿株式会社

（セキスイハイム大阪株式会社の商号を

変更）として、セキスイファミエス東京

株式会社、セキスイファミエス千葉株式

会社、セキスイファミエス埼玉株式会社

の３社は合併により東京セキスイファミ

エス株式会社（セキスイファミエス東京

株式会社の商号を変更）として、名古屋 

第一化学薬品株式会社、徳山積水工業

株式会社、ヒノマル株式会社、株式会社

ヴァンテック、積水成型工業株式会社、

積水フーラー株式会社、積水ホームテク

ノ株式会社、積水フィルム株式会社、東

京セキスイ工業株式会社、関西セキスイ

工業株式会社、セキスイハイム東北株式

会社、セキスイハイム信越株式会社、名

古屋セキスイハイム株式会社、セキスイ

ハイム中国株式会社、セキスイハイム九

州株式会社、北海道セキスイハイム株式

会社、セキスイハイム東京株式会社、セ

キスイハイム神奈川株式会社、セキスイ

ハイム千葉株式会社、セキスイハイム埼

玉株式会社、セキスイハイム京滋株式会

社、セキスイハイム大阪株式会社、セキ

スイハイム阪奈株式会社、積水アクアシ

ステム株式会社、積水テクノ成型株式会

社、Sekisui America Corporation、映

甫化学株式会社 

なお、当連結会計年度において、第一

化学薬品株式会社、積水三豋股份有限公

司の２社について株式を取得したため、

株式会社エムアンドエスパイプシステム

ズ、積水屋根システム株式会社、無錫積

菱塑料有限公司、積水（青島）塑膠有限

公司、台湾積水化学股份有限公司、

Sekisui Voltek California Inc.の６社

は重要となったため連結の範囲に含めて

いる。 

また、岐阜セキスイハイム株式会社は

合併により名古屋セキスイハイム株式会

社に、岐阜セキスイファミエス株式会社

は名古屋セキスイファミエス株式会社に

それぞれ統合している。 

なお、前連結会計年度において連結子

会社であった株式会社セキスイビジネス

アソシエイツは株式を一部売却したた

め、連結の範囲から除外している。 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    セキスイファミエス株式会社、北陸セ

キスイファミエス株式会社、三重セキ

スイファミエス株式会社の３社は合併

によりセキスイファミエス中部株式会

社（名古屋セキスイファミエス株式会

社の商号を変更）として、セキスイフ

ァミエス大阪株式会社、セキスイファ

ミエス京滋株式会社、セキスイファミ

エス阪奈株式会社、和歌山セキスイフ

ァミエス株式会社、北近畿セキスイフ

ァミエス株式会社の５社は合併により

セキスイファミエス近畿株式会社（セ

キスイファミエス大阪株式会社の商号

を変更）として、それぞれ連結の範囲

に含めている。 

   なお、前連結会計年度において連結

子会社であった積水ライフテック株式

会社、Sekisui  Australia  Pty.Ltd.は

清算結了したため、連結の範囲から除

外している。 

  

(2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社名 主要な非連結子会社名 主要な非連結子会社名 

セキスイハイムクリエイト株式会社 

他 

セキスイハイムクリエイト株式会社 

セキスイ管材テクニックス株式会社 

他 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社の合計の総資産額、売上

高、中間純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも中間連結財務諸表に重要な影響を

及ぼさないので連結の範囲から除外して

いる。 

同左 非連結子会社の合計の総資産額、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

さないので連結の範囲から除外してい

る。 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用会社の数及びその主要な会社

名 

(1）持分法適用会社の数及びその主要な会社

名 

(1）持分法適用会社の数及びその主要な会社

名 

関連会社 ８社 関連会社 ８社 関連会社 ８社 

主要な会社名 主要な会社名 主要な会社名 

積水化成品工業株式会社、積水樹脂 

株式会社 

同左 同左 

(2）持分法を適用しない主要な会社名等 

持分法非適用の非連結子会社（セキス

イハイムクリエイト株式会社他）及び関

連会社（株式会社エヌ・ティ・ティ・デ

ータ・セキスイシステムズ他）について

は、それぞれ中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としてもその影響の重要性が無いので持

分法の適用範囲から除外している。 

(2）持分法を適用しない主要な会社名等 

同左 

(2）持分法を適用しない主要な会社名等 

持分法非適用の非連結子会社（セキス

イハイムクリエイト株式会社他）及び関

連会社（株式会社エヌ・ティ・ティ・デ

ータ・セキスイシステムズ他）について

は、それぞれ当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としてもその影響の重要性が無いので持

分法の適用範囲から除外している。 



  
 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社及び持分法適用会社の中間決

算日等に関する事項 

３．連結子会社及び持分法適用会社の中間決

算日等に関する事項 

３．連結子会社及び持分法適用会社の事業年

度等に関する事項 

   連結子会社のうち、海外会社の中間決

算日は６月30日である。中間連結財務諸

表の作成に当たっては、６月30日現在の

中間財務諸表を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っている。なお、そ

の他の連結子会社並びに持分法適用会社

の中間決算日は中間連結決算日と同一で

ある。 

同左 連結子会社のうち、海外会社の決算日

は12月31日である。連結財務諸表の作成

に当たっては、12月31日現在の決算財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については連結決算上必要

な調整を行っている。なお、その他の連

結子会社並びに持分法適用会社の決算日

は連結決算日と同一である。 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  …中間決算日の市場価格等に基づく時 

   価法（主として評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

同左 …決算日の市場価格等に基づく時価法

（主として評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

…主として移動平均法に基づく原価法 同左 同左 

②デリバティブ ②デリバティブ ②デリバティブ 

…時価法 同左 同左 

③棚卸資産 ③棚卸資産 ③棚卸資産 

…主として平均法に基づく原価法 …主として平均法に基づく原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

（会計方針の変更） 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日）が平成20年３月31日以前に開始する

連結会計年度に係る連結財務諸表から適

用できることになったことに伴い、当中

間連結会計期間から同会計基準を適用し

ている。 

これにより、営業利益及び経常利益は

それぞれ277百万円、税金等調整前中間

純利益は3,347百万円減少している。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。 

…主として平均法に基づく原価法 

  



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

建物（建物付属設備を除く） 

 主として定額法を採用している。 

その他の有形固定資産 

主として定率法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。 

建物及び構築物     3～60年 

機械装置及び運搬具   4～17年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

建物（建物付属設備を除く） 

 主として定額法を採用している。 

その他の有形固定資産 

主として定率法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。 

建物及び構築物     3～60年 

機械装置及び運搬具   4～17年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

建物（建物付属設備を除く） 

 主として定額法を採用している。 

その他の有形固定資産 

主として定率法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。 

建物及び構築物     3～60年 

機械装置及び運搬具   4～17年 

  （会計方針の変更）   

  当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、当中間連結会計期間よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更してい

る。これにより、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益はそれぞれ

188百万円減少している。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。 

  

  (追加情報) 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法

改正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に含めて計

上している。 

 この結果、従来の方法に比べ、営業利

益、経常利益及び税金等調整前中間純利

益がそれぞれ964百万円減少している。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。 

  

②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

 定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可能期間

（主として５年）に基づいている。 

 定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（主と

して５年）に基づいている。 

同左 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

同左 同左 

②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

 従業員賞与（使用人兼務取締役の使用

人分を含む）の支給に充てるため、主と

して当中間連結会計期間末直前支給額を

基礎とした見積額を計上している。 

同左  従業員賞与（使用人兼務取締役の使用

人分を含む）の支給に充てるため、主と

して期末直前支給額を基礎とした見積額

を計上している。 

③退職給付引当金 ③退職給付引当金 ③退職給付引当金 

(イ)従業員退職金 (イ)従業員退職金 (イ)従業員退職金 

従業員退職金の支出に充てるため、当

連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生していると認

められる額を計上している。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により費用処理し

ている。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理している。 

同左 従業員退職金の支出に充てるため、当

連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上してい

る。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により費用処理し

ている。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理している。 

(ロ)役員退職慰労金 (ロ)役員退職慰労金 (ロ)役員退職慰労金 

連結子会社において役員退職慰労金の

支出に充てるため、各社の内規に基づき

計算された当連結会計年度における見積

額を期間に基づき配分し計上している。 

同左 連結子会社において役員退職慰労金の

支出に充てるため、内規に基づき計算さ

れた金額の全額を計上している。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨

への換算基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨

への換算基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨

への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理している。なお、

在外子会社の資産及び負債は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定及び少数株主持分に

含めている。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。なお、在外

子会社の資産及び負債は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定及び少数株主持分に含めて

いる。 

(5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 同左 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 原則として、時価評価されているヘッ

ジ手段に係る損益又は評価差額を、ヘッ

ジ対象に係る損益が認識されるまで資産

又は負債として繰り延べる方法による。

なお、金利スワップのうち「金利スワッ

プの特例処理」の要件を満たすものにつ

いては、金利スワップを時価評価せず、

その金銭の受払の純額を当該資産又は負

債に係る利息に加減している。 

同左 同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

(イ)資金の調達に係る金利変動リスク 

   借入金や社債などをヘッジ対象と

して、金利スワップ等をヘッジ手段

として用いる。 

同左 同左 

(ロ)外貨建資産・負債に係る為替変動 

リスク 

    

   外貨建の仕入・売上に係る金銭債

権債務などをヘッジ対象として、為

替予約等をヘッジ手段として用い

る。 

    

(ハ)外貨建の資金の調達に係る金利及び

為替変動リスク 

    

   外貨建借入金をヘッジ対象とし

て、金利・通貨スワップ等をヘッジ

手段として用いる。 

    

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

 デリバティブ取引は、業務遂行上、金

融商品の取引を行うに当たって抱える可

能性のある市場リスクを適切に管理し、

当該リスクの低減を図ることを目的とす

る場合に限る。 

同左 同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計又は相場変動

を比較し、両者の変動額等を基礎にし

て、ヘッジの有効性を評価している。た

だし、特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略して

いる。 

同左 同左 

(7）その他中間連結財務諸表作成のための 

重要な事項 

(7）その他中間連結財務諸表作成のための 

重要な事項 

(7）その他連結財務諸表作成のための 

重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっている。 

同左 同左 



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっている。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

――――― ――――― （役員賞与に関する会計基準） 

     当連結会計年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用している。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、それぞれ345百万

円減少している。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載している。 

      

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、383,928百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

いる。 

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、403,823百万円である。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、連結財務

諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務

諸表規則により作成している。 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（ストック・オプション等に関する会計基

準） 

――――― （ストック・オプション等に関する会計基

準） 

 当中間連結会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企業会

計基準第８号 平成17年12月27日）及び

「ストック・オプション等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

11号 平成18年５月31日）を適用してい

る。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は、それぞれ18百万円

減少している。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載している。 

   当連結会計年度より、「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業会計基

準第８号 平成17年12月27日）及び「スト

ック・オプション等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第11号 

平成18年５月31日）を適用している。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、それぞれ73百万円

減少している。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載している。 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係） ――――― 

前中間連結会計期間において「連結調整勘定」として掲記されて

いたものは、当中間連結会計期間から「のれん」と表示している。 

  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めていた長期貸付による支出、長期貸付金の回収

による収入及び少数株主からの連結子会社株式の取得による支出

は、当中間連結会計期間より「長期貸付による支出」、「長期貸付

金の回収による収入」及び「少数株主からの連結子会社株式の取得

による支出」として表示することに変更した。 

なお、前中間連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれる長期貸付による支出は1,356百万円、

長期貸付金の回収による収入は114百万円、また、少数株主からの連

結子会社株式の取得による支出は32百万円である。 

前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めていた投資有価証券売却益は、当中間連結会計

期間より「投資有価証券売却益」として表示することに変更した。 

なお、前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれる投資有価証券売却益は25百万円であ

る。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  
 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

397,164百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

440,266百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

427,269百万円である。 

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

ある。 

担保に供している資産は次のとおりで

ある。 

担保に供している資産は次のとおりで

ある。 
  

  

建物及び構築物 1,020百万円

機械装置 1,237 

土地 1,038 

計 3,296 

  
建物及び構築物 2,216百万円

土地 4,220 

無形固定資産 572 

投資有価証券 69 

計 7,078 
  

建物及び構築物 4,941百万円

機械装置 794 

土地 4,114 

計 9,849 

担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 
  

  

支払手形 173百万円

買掛金 1,925 

短期借入金 3,395 

長期借入金 962 

計 6,457 

  
支払手形 184百万円

買掛金 1,755 

短期借入金 4,182 

長期借入金 2,351 

社債 666 

その他 542 

計 9,681 
  

支払手形 141百万円

買掛金 1,926 

短期借入金 3,754 

長期借入金 4,637 

その他 524 

計 10,983 

 ３．保証債務  ３．保証債務  ３．保証債務 

下記の債務についてそれぞれ保証・保証

予約を行っている。 

下記の債務についてそれぞれ保証・保証

予約を行っている。 

下記の債務についてそれぞれ保証・保証

予約を行っている。 

(1）ユニット住宅購入者が利用する住宅

ローン 

(1）ユニット住宅購入者が利用する住宅

ローン 

(1）ユニット住宅購入者が利用する住宅

ローン 

15,864百万円 14,270百万円 11,129百万円 

(2）従業員持家制度促進のための住宅ロ

ーン 

(2）従業員持家制度促進のための住宅ロ

ーン 

(2）従業員持家制度促進のための住宅ロ

ーン 

2,106 1,686 2,040 

(3）非連結子会社の借入債務 (3）非連結子会社の借入債務 (3）非連結子会社の借入債務 
  

三建産業株式会社 90 

タイハク株式会社 40 

  
三建産業株式会社 100 

タイハク株式会社 40 

三建産業株式会社 70 

株式会社無限 54 

４．偶発債務 ４．偶発債務 ４．偶発債務 

社債の債務履行引受契約に係る偶発債

務 

(1）社債の債務履行引受契約に係る偶発

債務 

社債の債務履行引受契約に係る偶発債

務 
  

第３回無担保社債 10,000百万円
  

第３回無担保社債 10,000百万円 第３回無担保社債 10,000百万円

  (2）当社及び一部の連結子会社は、塩化

ビニル管の販売価格を他の事業者と

共同して決定している疑いがあると

して、平成19年７月10日以降、公正

取引委員会の調査を受けている。 

 これにより、今後、損失等が発生

する可能性があるが、現在のところ

その影響を合理的に見積もることは

困難であり、当該事象が中間連結財

務諸表に与える影響は明らかではな

い。 

  



  

 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

  
 ５．受取手形裏書譲渡高 69百万円

受取手形割引高 963 

  
 ５．受取手形裏書譲渡高 2百万円

受取手形割引高 188 

 ５．受取手形裏書譲渡高 69百万円

受取手形割引高 532 

※６. 中間連結会計期間末日の満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理している。 

 なお、当中間連結会計期間末日は金

融機関の休日であったため、次の満期

手形が中間連結会計期間末日の残高に

含まれている。 

※６. 中間連結会計期間末日の満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理している。 

 なお、当中間連結会計期間末日は金

融機関の休日であったため、次の満期

手形が中間連結会計期間末日の残高に

含まれている。 

※６. 連結会計年度末日の満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決

済処理している。 

 なお、当連結会計年度末日は金融機

関の休日であったため、次の満期手形

が連結会計年度末日の残高に含まれて

いる。 
  

受取手形 6,300百万円

支払手形 1,507 

  
受取手形 6,030百万円

支払手形 1,624 

受取手形 7,465百万円

支払手形 1,433 

※７．退職給付引当金には役員分1,308百万

円を含む。 

※７．退職給付引当金には役員分1,322百万

円を含む。 

※７．退職給付引当金には役員分1,726百万

円を含む。 

※８．このうち未払消費税等の額 ※８．このうち未払消費税等の額 ※８．このうち未払消費税等の額 

1,713百万円 1,003百万円 1,912百万円

９．コミットメントライン契約 ９．コミットメントライン契約 ９．コミットメントライン契約 

   運転資金の効率的、かつ機動的な調達

を行うため、取引金融機関９行の協調

融資方式によるコミットメントライン

契約を締結している。 

   この契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高等は次のとおりで

ある。 

   運転資金の効率的、かつ機動的な調達

を行うため、取引金融機関９行の協調

融資方式によるコミットメントライン

契約を締結している。 

   この契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高等は次のとおりで

ある。 

   運転資金の効率的、かつ機動的な調達

を行うため、取引金融機関９行の協調

融資方式によるコミットメントライン

契約を締結している。 

   この契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高等は次のとおりであ

る。 

コミットメント 
ラインの総額 

15,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 15,000 

コミットメント 
ラインの総額 

15,000百万円

借入実行残高 2,465 

差引額 12,534 

コミットメント 
ラインの総額 

15,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 15,000 



（中間連結損益計算書関係） 

  
 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は、次のとおりである。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は、次のとおりである。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は、次のとおりである。 
  

運賃荷造費保管料 11,859百万円

従業員給料手当及び
賞与 

31,084 

賞与引当金繰入額 5,744 

退職給付費用 2,161 

減価償却費 2,651 

貸倒引当金繰入額 197 

研究開発費 11,781 

  
運賃荷造費保管料 12,572百万円

従業員給料手当及び
賞与 

32,395 

賞与引当金繰入額 6,521 

退職給付費用 1,679 

減価償却費 3,257 

貸倒引当金繰入額 90 

研究開発費 13,043 

運賃荷造費保管料 24,913百万円

従業員給料手当及び
賞与 

69,719 

賞与引当金繰入額 6,060 

退職給付費用 4,509 

減価償却費 5,620 

貸倒引当金繰入額 414 

研究開発費 24,451 

なお、研究開発費は一般管理費のみで

ある。 

なお、研究開発費は一般管理費のみで

ある。 

なお、研究開発費は一般管理費のみで

ある。 

※２．構造改善費用の主な内訳は、事業撤退 

等に伴う関係会社再編費用266百万円

及び資産廃棄等202百万円である。 

※２．構造改善費用の主な内訳は、関係会社 

   再編に伴う早期退職による割増退職金

等6,867百万円である。 

※２．構造改善費用の主な内訳は、関係会社

再編関連費用1,176百万円、事業撤退

等に伴う資産廃棄損651百万円であ

る。 

※３．減損損失 ※３．    ――――― ※３．減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産について減損損失を

計上した。 

  当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産について減損損失を計上

した。 
  

当社グループは、他の資産又は資産グ

ループから概ね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位によって（た

だし遊休資産については個別物件ごと

に）資産をグルーピングした。その中

で、地価の下落により、帳簿価額に対し

て時価が著しく下落した状況にある資産

について帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（1,218百

万円）として特別損失に計上した。 

   なお、当該資産の回収可能価額は、正

味売却価額（不動産鑑定士による鑑定評

価額）により測定している。 

用 途 種 類 場    所 

遊休地 土地 滋賀県甲賀市 

  

当社グループは、他の資産又は資産グ

ループから概ね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位によって（た

だし遊休資産については個別物件ごと

に）資産をグルーピングしている。その

中で、近年の継続的な地価の下落によ

り、帳簿価額に対して時価が著しく下落

した状況にある資産又は資産グループに

ついて帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（1,800百万

円）として特別損失に計上した。その種

類別内訳は、土地1,644百万円、建物及

び構築物155百万円である。 

   なお、当該資産又は資産グループの回

収可能価額は、正味売却価額（主として

不動産鑑定士による鑑定評価額）により

測定している。 

用 途 種 類 場    所 

遊休地 土地 滋賀県甲賀市 

遊休地 土地 仙台市泉区、他 

事務所 土地、 

建物等 
群馬県太田市 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※４. 固定資産売却及び除却損の主な内訳

は、建物及び構築物427百万円、機械

装置及び運搬具373百万円である。 

※４. 固定資産売却及び除却損の主な内訳

は、建物及び構築物502百万円、機械

装置及び運搬具316百万円である。 

※４．固定資産売却及び除却損の主な内訳

は、建物及び構築物840百万円、機械

装置及び運搬具741百万円である。 

※５．当中間連結会計期間における税金費用

については、簡便法により計算してい

るため、法人税等調整額は「法人税、

住民税及び事業税」に含めて表示して

いる。 

※５．      同左 ※５．    ――――― 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の増加株式数の内訳 

単元未満株式の買取による増加        45,659株 

２．普通株式の自己株式の減少株式数の内訳 

ストック・オプションの行使による減少    310,000株 

単元未満株式の買増請求による減少        831株 

持分法適用会社の持分変動による減少       92株 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

 

  
前連結会計年度末 

株式数 
（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数 
（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数 
（株） 

当中間連結会計期間
末株式数 
（株） 

発行済株式  

普通株式 539,507,285 － － 539,507,285 

合計 539,507,285 － － 539,507,285 

自己株式  

普通株式 9,745,774 45,659 310,923 9,480,510 

合計 9,745,774 45,659 310,923 9,480,510 

区分 新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連
結会計期
間末残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間
連結会計 
期間増加 

当中間
連結会計 
期間減少 

当中間 
連結会計 
期間末 

提出会社 
（親会社） 

ストック・オプション
としての新株予約権 

－ 18

合計 － 18

  
（決議） 

株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 3,180百万円 ６円 平成18年３月31日 平成18年６月30日

  
（決議） 

株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年10月26日 
取締役会 

普通株式 3,182百万円 利益剰余金 ６円 平成18年９月30日 平成18年12月５日



Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の増加株式数の内訳 

会社法第165条２項による取得による増加  5,000,000株 

単元未満株式の買取による増加        55,778株 

２．普通株式の自己株式の減少株式数の内訳 

ストック・オプションの行使による減少    228,000株 

単元未満株式の買増請求による減少       5,053株 

持分法適用会社の持分変動による減少       132株 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

 

  
前連結会計年度末 

株式数 
（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数 
（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数 
（株） 

当中間連結会計期間
末株式数 
（株） 

発行済株式  

普通株式 539,507,285 － － 539,507,285 

合計 539,507,285 － － 539,507,285 

自己株式  

普通株式 9,337,271 5,055,778 233,185 14,159,864 

合計 9,337,271 5,055,778 233,185 14,159,864 

区分 新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連
結会計期
間末残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間
連結会計 
期間増加 

当中間
連結会計 
期間減少 

当中間 
連結会計 
期間末 

提出会社 
（親会社） 

ストック・オプション
としての新株予約権 

－ 142

合計 －     142

  
（決議） 

株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 4,244百万円 ８円 平成19年３月31日 平成19年６月29日

  
（決議） 

株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年10月26日
取締役会 

普通株式 3,679百万円 利益剰余金 ７円 平成19年９月30日 平成19年12月５日



Ⅲ 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の増加株式数の内訳 

単元未満株式の買取による増加      102,137株 

持分法適用会社の持分変動による増加     604株 

２．普通株式の自己株式の減少株式数の内訳 

ストック・オプションの行使による減少  506,000株 

単元未満株式の買増請求による減少     5,244株 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
 

  
前連結会計年度末 

株式数 
（株） 

当連結会計年度
増加株式数 
（株） 

当連結会計年度
減少株式数 
（株） 

当連結会計年度末 
株式数 
（株） 

発行済株式  

普通株式 539,507,285 － － 539,507,285 

合計 539,507,285 － － 539,507,285 

自己株式  

普通株式 9,745,774 102,741 511,244 9,337,271 

合計 9,745,774 102,741 511,244 9,337,271 

区分 新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会
計年度末
残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計 
年度末 

提出会社 
（親会社） 

ストック・オプション
としての新株予約権 

－ 73

合計 － 73

  
（決議） 

株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 3,180百万円 ６円 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年10月26日 
取締役会 

普通株式 3,182百万円 ６円 平成18年９月30日 平成18年12月５日

  
（決議） 

株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日
定時株主総会 

普通株式 4,244百万円 利益剰余金 ８円 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 42,414百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△170 

現金及び現金同等物 42,244 

  
現金及び預金勘定 34,824百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△114 

現金及び現金同等物 34,709 

現金及び預金勘定 26,083百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△114 

現金及び現金同等物 25,968 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（当社グループが借主となっているリース取

引） 

（当社グループが借主となっているリース取

引） 

（当社グループが借主となっているリース取

引） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物及び構築
物 

12,327 5,471 6,856

機械装置及び
運搬具 

3,715 1,298 2,416

その他の有形
固定資産 

7,286 3,246 4,039

ソフトウェア 867 498 368

合計 24,196 10,514 13,681

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物及び構築
物 

11,935 5,467 6,467

機械装置及び
運搬具 

4,278 1,692 2,585

その他の有形
固定資産 

9,161 4,375 4,786

ソフトウェア 733 423 309

合計 26,108 11,959 14,148

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

建物及び構築
物 

12,800 5,626 7,173

機械装置及び
運搬具 

4,137 1,485 2,651

その他の有形
固定資産 

6,810 3,196 3,614

ソフトウェア 720 394 326

合計 24,469 10,702 13,766

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

いる。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額   未経過リース料中間期末残高相当額   未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 5,517百万円

１年超 8,164 

計 13,681 

  
１年内 5,971百万円

１年超 8,177 

計 14,148 

１年内 5,518百万円

１年超 8,247 

計 13,766 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

している。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 3,003百万円

減価償却費相当額 3,003 

  
支払リース料 3,334百万円

減価償却費相当額 3,334 

支払リース料 6,168百万円

減価償却費相当額 6,168 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 

  

同左 

      

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない。 同左 同左 



（有価証券関係） 

  

 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
  

  取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

(1）株式 116,385百万円 205,425百万円 89,040百万円 

(2）債券       

① 国債・地方債等 96百万円 96百万円 △0百万円 

② 社債 9 19 9 

計 116,492 205,541 89,049 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
  

その他有価証券   

非上場株式 2,439百万円 

非上場外国株式 5,010 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
  

  取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

(1）株式 86,039百万円 126,013百万円 39,973百万円 

(2）債券       

  国債・地方債等 101百万円 101百万円 △0百万円 

計 86,140 126,114 39,973 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
  

その他有価証券   

非上場株式 2,521百万円 

非上場外国株式 5,323 

  

Ⅲ 前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
  

  取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1）株式 116,458百万円 210,930百万円 94,471百万円 

(2）債券       

① 国債・地方債等 88百万円 88百万円 △0百万円 

② 社債 9 20 10 

計 116,557 211,039 94,481 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
  

その他有価証券   

非上場株式 2,380百万円 

非上場外国株式 5,000 

  



（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

  

  次へ 

対象物
の種類 

取引の種類 

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

契約 
額等 

(百万円) 

時価 
  

(百万円) 

評価
損益 

(百万円)

契約
額等 

(百万円)

時価
  

(百万円)

評価
損益 

(百万円)

契約
額等 

(百万円) 

時価 
  

(百万円) 

評価
損益 

(百万円)

通貨 
為替予約取引 
売建 米ドル 

－ － － 1,359 1,356 2 － － －

  計 － － － 1,359 1,356 2 － － －

  スワップ取引        

  
米ドル・日本円 
受取固定金利 
支払固定金利 

2,624 △24 △24 2,624 1 1 2,624 △31 △31

  
ユーロ・日本円 
受取固定金利 
支払固定金利 

2,125 △96 △96 2,125 △279 △279 2,125 △186 △186

  計 4,750 △120 △120 4,750 △278 △278 4,750 △217 △217

  小計 4,750 △120 △120 6,109 1,078 △275 4,750 △217 △217

金利 スワップ取引        

  受取固定・支払変動 25,000 710 710 15,000 365 365 25,000 531 531

  受取変動・支払固定 25,000 △708 △708 15,000 △364 △364 25,000 △529 △529

  小計 50,000 1 1 30,000 1 1 50,000 2 2

合計 54,750 △118 △118 36,109 1,079 △274 54,750 △215 △215



（ストック・オプション等関係） 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費   18百万円 

  

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

 

  平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役                 21名 
当社幹部従業員               91名 
当社関係会社の代表取締役、一部取締役及び 
幹部従業員                 82名 

株式の種類別のストック・オプションの数
 付与数 
 権利不確定による失効 

普通株式 1,100,000株 
普通株式   5,000株 

付与日 平成18年８月１日

権利確定条件 

付与日（平成18年８月１日）以降、権利確定日（平成
20年６月30日）まで当社または当社関係会社の取締役
もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、
当社または当社関係会社の取締役を任期満了により退
任した場合、その他正当な理由がある場合はこの限り
でない。 

対象勤務期間 平成18年８月１日～平成20年６月30日 

権利行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日 

権利行使価格（円） 1,045 

付与日における公正な評価単価（円） 195 



Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費   68百万円 

  

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

 

  平成19年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役                 21名 
当社幹部従業員               81名 
当社関係会社の代表取締役、一部取締役及び 
幹部従業員                 82名 

株式の種類別のストック・オプションの数
 付与数 普通株式 1,050,000株 

付与日 平成19年８月１日

権利確定条件 

付与日（平成19年８月１日）以降、権利確定日（平成
21年６月30日）まで当社または当社関係会社の取締役
もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、
当社または当社関係会社の取締役を任期満了により退
任した場合、その他正当な理由がある場合はこの限り
でない。 

対象勤務期間 平成19年８月１日～平成21年６月30日 

権利行使期間 平成21年７月１日～平成24年６月30日 

権利行使価格（円） 1,010 

付与日における公正な評価単価（円） 144 



Ⅲ 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費   73百万円 

２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  

（注）株式数に換算して記載している。 

  

  

  
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人
数（名） 

当社取締役   20 
当社幹部従業員 50 
当社関係会社の 
代表取締役   95 

当社取締役   20
当社幹部従業員 62 
当社関係会社の 
代表取締役   82 

当社取締役   20 
当社幹部従業員 50 
当社関係会社の 
代表取締役   91 

株式の種類別のストッ
ク・オプションの数(注) 
 付与数 
 権利不確定による失効 

  
  
普通株式 925,000株 
  

  
普通株式 1,020,000株 
  

  
普通株式 1,005,000株 
  

付与日 平成14年８月１日 平成15年８月１日 平成16年８月１日 

権利確定条件 

付与日（平成14年８月１
日）以降、権利確定日（平
成16年６月30日）まで当社
または当社関係会社の取締
役もしくは従業員の地位に
あることを要する。ただ
し、当社または当社関係会
社の取締役を任期満了によ
り退任した場合、その他正
当な理由がある場合はこの
限りでない。 

付与日（平成15年８月１
日）以降、権利確定日（平
成17年６月30日）まで当社
または当社関係会社の取締
役もしくは従業員の地位に
あることを要する。ただ
し、当社または当社関係会
社の取締役を任期満了によ
り退任した場合、その他正
当な理由がある場合はこの
限りでない。 

付与日（平成16年８月１
日）以降、権利確定日（平
成18年６月30日）まで当社
または当社関係会社の取締
役もしくは従業員の地位に
あることを要する。ただ
し、当社または当社関係会
社の取締役を任期満了によ
り退任した場合、その他正
当な理由がある場合はこの
限りでない。 

対象勤務期間 
平成14年８月１日～ 
平成16年６月30日 

平成15年８月１日～
平成17年６月30日 

平成16年８月１日～ 
平成18年６月30日 

権利行使期間 
平成16年７月１日～ 
平成19年６月30日 

平成17年７月１日～
平成20年６月30日 

平成18年７月１日～ 
平成21年６月30日 

権利行使価格  （円） 450 453 888

付与日における公正な評
価単価     （円） 

－ － －

  
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人
数（名） 

当社取締役   21 
当社幹部従業員 71 
当社関係会社の 
代表取締役   83 

当社取締役   21
当社幹部従業員 91 
当社関係会社の代表及び 
一部取締役   82 

株式の種類別のストッ
ク・オプションの数(注) 
 付与数 
 権利不確定による失効 

  
  
普通株式 1,080,000株 
  

  
普通株式 1,100,000株 
普通株式   10,000株 

付与日 平成17年８月１日 平成18年８月１日

権利確定条件 

付与日（平成17年８月１
日）以降、権利確定日（平
成19年６月30日）まで当社
または当社関係会社の取締
役もしくは従業員の地位に
あることを要する。ただ
し、当社または当社関係会
社の取締役を任期満了によ
り退任した場合、その他正
当な理由がある場合はこの
限りでない。 

付与日（平成18年８月１
日）以降、権利確定日（平
成20年６月30日）まで当社
または当社関係会社の取締
役もしくは従業員の地位に
あることを要する。ただ
し、当社または当社関係会
社の取締役を任期満了によ
り退任した場合、その他正
当な理由がある場合はこの
限りでない。 

対象勤務期間 
平成17年８月１日～ 
平成19年６月30日 

平成18年８月１日～
平成20年６月30日 

権利行使期間 
平成19年７月１日～ 
平成22年６月30日 

平成20年７月１日～
平成23年６月30日 

権利行使価格  （円） 775 1,045

付与日における公正な評
価単価     （円） 

－ 195



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１. 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

①事業区分は製造方法及び製品の類似性、販売経路の共通性等各種の類似性により決定している。 

②各事業区分の主要な製品 

 ２. 会計処理の方法の変更 

      ストック・オプション等に関する会計基準の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第11号 平成18年５月31日）を適用している。この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微である。 

  

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

①事業区分は製造方法及び製品の類似性、販売経路の共通性等各種の類似性により決定している。 

②各事業区分の主要な製品 

２．会計処理の方法の変更 

棚卸資産の評価に関する会計基準 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の営

業費用は、住宅事業が８百万円、環境・ライフライン事業が184百万円、高機能プラスチックス事業が60百万円、その他事業が23百万円増加し、

営業利益が同額減少している。 

 

  

住宅事業 
  
  

（百万円） 

環境・ライ

フライン事

業 
（百万円） 

高機能プラ

スチックス

事業 
（百万円） 

その他事業

  
  

（百万円） 

計

  
  

（百万円） 

消去又は 
全社 
  

（百万円） 

連結

  
  

（百万円） 

売上高    

(1) 外部顧客に対する売上高 211,905 95,713 108,604 21,107 437,329 － 437,329

(2) セグメント間の内部売上高 192 6,128 3,752 3,380 13,455 (13,455) －

計 212,098 101,842 112,357 24,488 450,785 (13,455) 437,329

営業費用 204,865 99,244 102,438 24,832 431,380 (13,242) 418,138

営業利益又は営業損失(△) 7,233 2,597 9,918 △344 19,404 (213) 19,191

［住宅事業］ … ユニット住宅、分譲用土地等 

［環境・ライフライン事業］ … 合成樹脂製のパイプ、雨とい、屋根材、浴室ユニット等 

［高機能プラスチックス事業］ … 接着剤、合わせガラス用中間膜、産業用品、テープ、発泡製品、フィルム、臨床検査関

連製品等 

［その他事業］ … サービス、農業及び建設用資材等 

  

住宅事業 
  
  

（百万円） 

環境・ライ

フライン事

業 
（百万円） 

高機能プラ

スチックス

事業 
（百万円） 

その他事業

  
  

（百万円） 

計

  
  

（百万円） 

消去又は 
全社 
  

（百万円） 

連結

  
  

（百万円） 

売上高              

(1) 外部顧客に対する売上高 210,707 103,190 133,593 20,351 467,843 － 467,843

(2) セグメント間の内部売上高 126 5,764 3,678 2,735 12,304 (12,304) －

計 210,834 108,954 137,272 23,087 480,148 (12,304) 467,843

営業費用 204,627 107,524 125,717 24,259 462,128 (12,153) 449,974

営業利益又は営業損失(△) 6,206 1,430 11,555 △1,171 18,020 (150) 17,869

［住宅事業］ … ユニット住宅、分譲用土地等 

［環境・ライフライン事業］ … 合成樹脂製のパイプ、雨とい、屋根材、浴室ユニット等 

［高機能プラスチックス事業］ … 接着剤、合わせガラス用中間膜、産業用品、テープ、発泡製品、フィルム、真空採血

管、検査薬等 

［その他事業］ … サービス、農業及び建設用資材等 



有形固定資産の減価償却の方法の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、有形固定資産の減価償却の方法を変更し

ている。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、住宅事業が166百万円、環境・ライフライン

事業が440百万円、高機能プラスチックス事業が452百万円、その他事業が85百万円、消去又は全社が７百万円増加し、営業利益が同額減少して

いる。 

  

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

①事業区分は製造方法及び製品の類似性、販売経路の共通性等各種の類似性により決定している。 

②各事業区分の主要な製品 

    ２．会計処理の方法の変更 

役員賞与に関する会計基準の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）を適用している。この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微である。 

  

ストック・オプション等に関する会計基準の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号

平成18年５月31日）を適用している。この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微である。 

  

  

  

住宅事業 
  
  

（百万円） 

環境・ライ

フライン事

業 
（百万円） 

高機能プラ

スチックス

事業 
（百万円） 

その他事業

  
  

（百万円） 

計

  
  

（百万円） 

消去又は 
全社 
  

（百万円） 

連結

  
  

（百万円） 

売上高              

(1) 外部顧客に対する売上高 430,034 214,552 237,880 43,695 926,163 － 926,163

(2) セグメント間の内部売上高 436 11,923 7,591 5,989 25,940 (25,940) －

計 430,470 226,476 245,472 49,684 952,103 (25,940) 926,163

営業費用 416,132 215,187 224,784 50,548 906,653 (25,646) 881,006

営業利益又は営業損失(△) 14,337 11,289 20,688 △863 45,451 (293) 45,157

［住宅事業］ … ユニット住宅、分譲用土地等 

［環境・ライフライン事業］ … 合成樹脂製のパイプ、雨とい、屋根材、浴室ユニット等 

［高機能プラスチックス事業］ … 接着剤、合わせガラス用中間膜、産業用品、テープ、発泡製品、フィルム、真空採血

管、検査薬等 

［その他事業］ … サービス、農業及び建設用資材等 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は、おおむね地理的近接度によっている。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

３. 会計処理の方法の変更 

ストック・オプション等に関する会計基準の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第11号 平成18年５月31日）を適用している。この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微である。 

  

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は、おおむね地理的近接度によっている。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

３．会計処理の方法の変更 

棚卸資産の評価に関する会計基準 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の営

業費用は、日本が277百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

  

有形固定資産の減価償却の方法の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、有形固定資産の減価償却の方法を変更し

ている。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、日本が1,145百万円、消去又は全社が７百万

円増加し、営業利益が同額減少している。 

 

  
日本 
  

（百万円） 

米国 
  

（百万円） 

欧州
  

（百万円）

アジア
  

（百万円）

その他
  

（百万円）

計
  

（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
  

（百万円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 389,319 13,199 14,838 18,238 1,733 437,329 － 437,329

(2) セグメント間の内部売上高 12,949 458 1,754 1,133 39 16,335 (16,335) －

計 402,268 13,658 16,593 19,371 1,773 453,665 (16,335) 437,329

営業費用 387,122 12,911 14,774 18,249 1,582 434,638 (16,500) 418,138

営業利益 15,146 747 1,819 1,122 191 19,026 164 19,191

［米国］ … 米国 

［欧州］ … ドイツ、イギリス、オランダ、スイス、イタリア、スペイン、フランス 

［アジア］ … タイ、韓国、シンガポール、中国、台湾 

［その他］ … メキシコ、オーストラリア 

  
日本 
  

（百万円） 

米国 
  

（百万円） 

欧州
  

（百万円）

アジア
  

（百万円）

その他
  

（百万円）

計
  

（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
  

（百万円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 404,150 16,756 20,270 24,674 1,990 467,843 － 467,843

(2) セグメント間の内部売上高 15,274 539 881 1,066 36 17,798 (17,798) －

計 419,425 17,295 21,152 25,741 2,027 485,642 (17,798) 467,843

営業費用 407,193 15,704 19,006 24,144 1,869 467,918 (17,943) 449,974

営業利益 12,232 1,591 2,145 1,597 157 17,724 144 17,869

［米国］ … 米国 

［欧州］ … ドイツ、イギリス、オランダ、スイス、イタリア、スペイン、フランス 

［アジア］ … タイ、韓国、シンガポール、中国、台湾 

［その他］ … メキシコ、オーストラリア 



前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は、おおむね地理的近接度によっている。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

３．会計処理の方法の変更 

役員賞与に関する会計基準の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）を適用している。この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微である。 

  

ストック・オプション等に関する会計基準の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号

平成18年５月31日）を適用している。この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微である。 

  

  

  
日本 
  

（百万円） 

米国 
  

（百万円） 

欧州
  

（百万円）

アジア
  

（百万円）

その他
  

（百万円）

計
  

（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
  

（百万円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 824,480 27,271 30,764 40,025 3,620 926,163 －  926,163

(2) セグメント間の内部売上高 26,835 1,039 3,217 2,442 87 33,623 (33,623) －

計 851,316 28,311 33,982 42,467 3,708 959,786 (33,623) 926,163

営業費用 814,432 26,523 30,843 39,630 3,352 914,782 (33,776) 881,006

営業利益 36,883 1,787 3,139 2,837 356 45,004 153 45,157

［米国］ … 米国 

［欧州］ … ドイツ、イギリス、オランダ、スイス、イタリア、スペイン、フランス 

［アジア］ … タイ、韓国、シンガポール、中国、台湾 

［その他］ … メキシコ、オーストラリア 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）１．国又は地域の区分の方法は、おおむね地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおり。 

  

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

（注）１．国又は地域の区分の方法は、おおむね地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおり。 

  

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分の方法は、おおむね地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおり。 

  

 

  米 国 欧 州 アジア その他 計 

 Ⅰ 海外売上高（百万円） 13,501 16,054 22,891 1,859 54,306

 Ⅱ 連結売上高（百万円）   437,329

 Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 3.1 3.7 5.2 0.4 12.4

［米国］ … 米国 

［欧州］ … ドイツ、イギリス、オランダ、スイス、イタリア、スペイン、フランス 

［アジア］ … タイ、韓国、シンガポール、中国、台湾 

［その他］ … メキシコ、オーストラリア 

  米 国 欧 州 アジア その他 計 

 Ⅰ 海外売上高（百万円） 19,297 22,121 31,320 2,202 74,941

 Ⅱ 連結売上高（百万円）   467,843

 Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 4.1 4.7 6.7 0.5 16.0

［米国］ … 米国 

［欧州］ … ドイツ、イギリス、オランダ、スイス、イタリア、スペイン、フランス 

［アジア］ … タイ、韓国、シンガポール、中国、台湾 

［その他］ … メキシコ、オーストラリア 

  米 国 欧 州 アジア その他 計 

 Ⅰ 海外売上高（百万円） 28,458 34,238 50,257 3,921 116,875

 Ⅱ 連結売上高（百万円）   926,163

 Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 3.1 3.7 5.4 0.4 12.6

［米国］ … 米国 

［欧州］ … ドイツ、イギリス、オランダ、スイス、イタリア、スペイン、フランス 

［アジア］ … タイ、韓国、シンガポール、中国、台湾 

［その他］ … メキシコ、オーストラリア 



（企業結合等関係） 

(パーチェス法の適用) 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 該当事項なし 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

当社100％出資の米国子会社Sekisui America Corporationが事業承継会社Allen Extruders,LLC.を設立（平成19年４月６日）

し、同社により事業譲受した。 

  

１．相手企業の名称及び取得した事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式 

  (1) 相手企業の名称及び取得した事業の内容 

     1) 相手企業の名称    Allen Extruders,Inc. 

     2) 取得した事業の内容  成形用ＡＢＳ系シートの製造販売 

  (2) 企業結合を行った主な理由 

     当社環境・ライフライン事業の海外におけるシート事業拡大 

  (3) 企業結合日      平成19年４月12日 

  (4) 企業結合の法的形式  事業譲受 

  

２．中間連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間 

   自 平成19年４月12日 至 平成19年６月30日 

  

３．取得した事業の取得原価及びその内訳 

  

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

 (1) 発生したのれんの金額  21百万米ドル 

 (2) 発生原因 

     事業譲受時の時価純資産が取得原価を下回ったため、その差額をのれんとして認識している。 

 (3) 償却方法及び償却期間 

    事業譲受した企業がAllen Extruders,LLC.（米国）であるため、米国の会計基準（SFAS142 Paragraph18）に基づき、の

れんの償却はしない。 

  

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

  

６．企業結合が当中間連結会計期間開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の中間連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額 

当該影響は軽微なため、記載を省略している。 

  

Ⅲ 前連結会計年度（自平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項なし 

 

  取得の対価 46百万米ドル

  取得に直接要した支出 0 

  取得原価 47 

  流動資産 9百万米ドル

  有形固定資産 7 

  無形固定資産 8 

  のれん 21 

  流動負債 △ 1 

  取得原価 47 



（１株当たり情報） 

（注）1.１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎 

は、以下のとおりである。 

   2.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

724円36銭 731円87銭 761円69銭 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

17円67銭 33円93銭 48円19銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

17円65銭 33円91銭 48円13銭 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（百万円） 9,363 17,893 25,538 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

9,363 17,893 25,538 

普通株式の期中平均株式数（千株） 529,910 527,378 529,993 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益金額 

     

普通株式増加数（千株） 656 309 590 

（うち新株予約権（千株）） (656) (309) (590) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新

株予約権の数1,095

個）。これらの概要

は、「第４提出会社の

状況、１株式等の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載のとお

りである。 

新株予約権２種類（新

株予約権の数2,140

個）。これらの概要

は、「第４提出会社の

状況、１株式等の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載のとお

りである。 

新株予約権１種類（新

株予約権の数1,090

個）。これらの概要

は、「第４提出会社の

状況、１株式等の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載のとお

りである。 

  
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 392,855 394,294 413,141 

純資産の部の合計額から控除する金額 
（百万円） 

8,926 9,809 9,318 

（うち新株予約権） (18) (142) (73) 

（うち少数株主持分） (8,908) (9,667) (9,244) 

普通株式に係る中間期末（期末）の 

純資産額（百万円） 
383,928 384,484 403,823 

１株当たり純資産額の算定に用いられた
中間期末（期末）の普通株式の数 

（千株） 

530,026 525,347 530,170 



（重要な後発事象） 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社は、平成18年９月11日の取締役

会において、第一三共株式会社の完

全子会社である第一製薬株式会社の

100％子会社、第一化学薬品株式会社

の株式を取得することを決議し、平

成18年10月２日に同社株式を取得し

子会社化した。これによって下記の

とおり企業結合を行う。 

１．被取得企業の名称及び事業の内

容、企業結合を行った主な理由、

企業結合日、企業結合の法的形

式、結合後企業の名称及び取得し

た議決権比率 

(1) 被取得企業の名称及び事業の 

 内容 

①名称  第一化学薬品株式会社 

  ②事業の 検査薬事業、研究用 

内容  試薬事業、化学薬品事

業、薬物動態研究事業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

 高機能プラスチックスカンパニ

ーにおけるメディカル事業拡大 

(3) 企業結合日 平成18年10月２日 

(4) 企業結合の法的形式 株式の取

得 

(5) 取得した議決権比率 100％ 

２．被取得企業の取得原価 

21,165百万円 

――――― １．当社の連結子会社であるSekisui 

America Corporationは、平成19

年４月６日に新たな事業承継会

社Allen Extruders,LLC.を設立

し、平成19年４月12日に同社に

おいてＡＢＳ系シートメーカー

Allen Extruders,Inc.の事業を

買収した。 

(1) 新会社の概要 

①社  名：Allen Extruders, 

LLC. 

②設立目的：環境・ライフライ

ン事業の海外におけるシート

事業を拡大するためAllen 

Extruders,Inc.の営業を譲り

受け、成形用ＡＢＳ系シート

の製造販売を行う。 

③事業内容：成形用ＡＢＳ系シ

ートの製造販売 

④設立時期：平成19年４月6日 

⑤資 本 金：2,700万米ドル 

⑥株式の取得価額：2,700万米ド

ル 

⑦出資比率：Sekisui America 

Corporation 100％出資（同社

は当社100％出資の米国子会

社） 

(2) 営業譲受の内容 

①営業譲受の相手先：Allen  

Extruders,Inc. 

②営業譲受の目的：環境・ライ

フライン事業の海外における

シート事業拡大 

③営業譲受する事業の内容：成

形用ＡＢＳ系シートの製造販

売 

④営業譲受の時期：平成19年４

月12日 

⑤営業譲受の金額：4,695万米ド

ルを基準に売主・買主間で譲

渡対象資産価格の調整を行

う。 



  

(2）【その他】 

 該当事項なし 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    ２．平成19年６月５日、当社は今後

の事業拡大に向けた資金確保の

ため、当社が保有する積水ハウ

ス株式会社の株式の一部を売却

し当社の出資比率は10.17％に減

少した。 

(1）相 手 先：積水ハウス株式会

社 

（同社の自己株式

取得に応じて売

却） 

(2）譲渡金額：53,130百万円 

(3）売 却 益：22,438百万円 

  

    ３．平成19年６月８日、当社は取締

役会において経営環境の変化に

対応した機動的な資本政策を遂

行するため、自己株式の取得を

決議した。 

(1）取得の方法：市場買付け 

(2）取得する株式の数：5,000,000

株を上限とする。 

(3）取得金額：5,500百万円を上限

とする。 

(4）取得の時期：平成19年６月11

日から平成19年７月５日まで

の間。 

  

    ４．住宅事業の東京、中部、近畿地

区における販売会社及び住宅カ

ンパニーを対象に、特別措置を

設けた転身支援制度による退職

者の募集を平成19年５月20日よ

り６月１日まで実施した結果、

大量の退職者が発生する見込み

となった。 

    (1) 対 象 者：対象会社に勤務す

るものの内、2007年３月31日

現在満45歳以上で、かつ会社

が認めたもの。 

    (2) 損失の見込み額：約40億円 

    (3) 生産部門、その他の部門につ

いても平成19年度中に事業構

造の改革を予定しているが、

詳細は未定である。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   19,686   5,949 4,197  

２．受取手形 ※5 13,393   12,842 15,967  

３．売掛金   62,512   65,425 69,282  

４．棚卸資産   22,206   25,699 26,023  

５．未収入金   25,713   26,046 26,715  

６．その他   12,230   33,924 19,888  

７．貸倒引当金   △2,178   △10 △3,703  

流動資産合計     153,564 28.4 169,878 33.8   158,371 27.8

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※1        

(1）建物 ※2 28,171   28,171 28,376  

(2）機械装置 ※2 25,443   24,889 25,173  

(3）土地   31,431   31,320 31,394  

(4）その他 ※2 9,488   11,098 9,493  

計   94,534   95,481 94,437  

２．無形固定資産   3,284   3,058 3,141  

３．投資その他の資産          

(1）投資有価証券   205,608   125,870 211,009  

(2）関係会社株式   71,767   95,875 92,855  

(3）その他   18,106   15,012 10,728  

(4）貸倒引当金   △5,746   △3,026 △1,211  

計   289,737   233,731 313,383  

固定資産合計     387,556 71.6 332,270 66.2   410,962 72.2

資産合計     541,121 100.0 502,148 100.0   569,333 100.0

           



  
 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形 ※5 2,132   1,815 2,264  

２．買掛金   57,218   57,116 59,733  

３．短期借入金   18,001   10,023 27,000  

４．未払法人税等   4,846   11,877 6,418  

５．引当金          

(1）賞与引当金   3,197   3,226 3,620  

(2）その他   484   472 737  

計   3,681   3,699 4,358  

６．その他 ※6 32,773   26,319 39,275  

流動負債合計     118,652 21.9 110,850 22.1   139,050 24.4

Ⅱ 固定負債          

１．社債   5,000   5,000 5,000  

２．長期借入金   28,669   32,164 28,696  

３．退職給付引当金   47,264   42,907 45,992  

４．その他   15,103   2,227 19,380  

固定負債合計     96,038 17.8 82,299 16.4   99,069 17.4

負債合計     214,691 39.7 193,149 38.5   238,120 41.8



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     100,002 18.5 100,002 19.9   100,002 17.6

２．資本剰余金          

(1）資本準備金   109,234   109,234 109,234  

(2）その他資本剰余
金 

  185   159 185  

資本剰余金合計     109,420 20.2 109,394 21.8   109,420 19.2

３．利益剰余金          

(1）利益準備金   10,363   10,363 10,363  

(2）その他利益剰余
金 

         

特別償却積立金   70   50 50  

土地圧縮積立金   1,599   1,599 1,599  

償却資産圧縮積
立金 

  1,916   1,784 1,784  

別途積立金   39,471   39,471 39,471  

繰越利益剰余金   17,315   33,580 18,899  

利益剰余金合計     70,734 13.1 86,847 17.3   72,166 12.7

４．自己株式     △6,325 △1.2 △10,766 △2.1   △6,240 △1.1

株主資本合計     273,832 50.6 285,477 56.9   275,348 48.4

Ⅱ 評価・換算差額等          

その他有価証券評
価差額金 

    52,579 9.7 23,378 4.6   55,790 9.8

評価・換算差額等合
計 

    52,579 9.7 23,378 4.6   55,790 9.8

Ⅲ 新株予約権     18 0.0 142 0.0   73 0.0

純資産合計     326,429 60.3 308,998 61.5   331,213 58.2

負債純資産合計     541,121 100.0 502,148 100.0   569,333 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     183,491 100.0 181,234 100.0   380,242 100.0

Ⅱ 売上原価     133,139 72.6 135,793 74.9   276,661 72.8

売上総利益     50,352 27.4 45,441 25.1   103,580 27.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    39,864 21.7 39,660 21.9   81,395 21.4

営業利益     10,488 5.7 5,780 3.2   22,185 5.8

Ⅳ 営業外収益 ※1   5,689 3.1 6,397 3.5   8,509 2.2

Ⅴ 営業外費用 ※2   1,714 0.9 1,893 1.0   3,131 0.8

経常利益     14,463 7.9 10,284 5.7   27,562 7.2

Ⅵ 特別利益          

１．投資有価証券売却
益 

  －   22,485 －  

２．関係会社株式売却
益 

  －   1,065 －  

３．事業譲渡益   － － － 478 24,029 13.3 － － －

Ⅶ 特別損失 ※3        

１．構造改善費用   1,436   3,204 6,292  

２．棚卸資産評価損   －   909 －  

３．減損損失   1,218   － 1,218  

４．その他   261 2,915 1.6 516 4,630 2.6 624 8,135 2.1

税引前中間（当
期）純利益 

    11,547 6.3 29,683 16.4   19,427 5.1

法人税、住民税及
び事業税 

※5 4,532   10,758 6,114  

法人税等調整額   － 4,532 2.5 － 10,758 5.9 1,683 7,797 2.1

中間（当期）純利
益 

    7,015 3.8 18,925 10.4   11,630 3.1

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

その他資本剰
余金 

利益準備金
その他利益
剰余金(注1) 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

100,002 109,234 222 10,363 56,743 △6,494 270,072

中間会計期間中の変動額      

特別償却積立金の取崩
（注2） 

      －

償却資産圧縮積立金 
の取崩（注2） 

      －

剰余金の配当（注2）     △3,180   △3,180

役員賞与(注2)     △207   △207

中間純利益     7,015   7,015

自己株式の取得     △46 △46

自己株式の処分     △36 215 178

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の 
変動額（純額） 

     

中間会計期間中の 
変動額合計  （百万円） 

－ － △36 － 3,627 169 3,760

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

100,002 109,234 185 10,363 60,371 △6,325 273,832

  

評価・換算差
額等 

新株予約権 純資産合計
その他有価証
券評価差額金 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

52,320 － 322,392

中間会計期間中の変動額    

特別償却積立金の取崩
（注2） 

    －

償却資産圧縮積立金 
の取崩（注2） 

    －

剰余金の配当（注2）     △3,180

役員賞与(注2)     △207

中間純利益     7,015

自己株式の取得     △46

自己株式の処分     178

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の 
変動額（純額） 

258 18 277

中間会計期間中の 
変動額合計  （百万円） 

258 18 4,037

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

52,579 18 326,429



（注１）その他利益剰余金の内訳 

（注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

 

  
特別償却 
積立金 

土地圧縮 
積立金 

償却資産圧縮
積立金 

別途積立金 繰越利益剰余金 合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

87 1,599 2,188 39,471 13,398 56,743 

中間会計期間中の変動額      

特別償却積立金の取崩
（注2） 

△17   17 － 

償却資産圧縮積立金 
の取崩（注2） 

  △272 272 － 

剰余金の配当（注2）   △3,180 △3,180 

役員賞与(注2)   △207 △207 

中間純利益   7,015 7,015 

中間会計期間中の 
変動額合計  （百万円） 

△17 － △272 － 3,916 3,627 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

70 1,599 1,916 39,471 17,315 60,371 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  

 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特別償却 
積立金 

土地圧縮 
積立金 

償却資産 
圧縮 

積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

100,002 109,234 185 109,420 10,363 50 1,599 1,784 39,471 18,899 72,166 △6,240 275,348 

中間会計期間中の 
変動額 

                         

剰余金の配当                   △4,244 △4,244   △4,244 

中間純利益                   18,925 18,925   18,925 

自己株式の取得                     － △4,704 △4,704 

自己株式の処分     △25 △25             － 178 152 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

                         

中間会計期間中の 
変動額合計（百万円） 

－ － △25 △25 － － － － － 14,681 14,681 △4,526 10,128 

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

100,002 109,234 159 109,394 10,363 50 1,599 1,784 39,471 33,580 86,847 △10,766 285,477 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券評価

差額金 
評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

55,790 55,790 73 331,213 

中間会計期間中の 
変動額 

       

剰余金の配当       △4,244 

中間純利益       18,925 

自己株式の取得       △4,704 

自己株式の処分       152 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の 
変動額（純額） 

△32,411 △32,411 68 △32,343 

中間会計期間中の 
変動額合計（百万円） 

△32,411 △32,411 68 △22,214 

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

23,378 23,378 142 308,998 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  
 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特別償却 
積立金 

土地圧縮 
積立金 

償却資産 
圧縮 

積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

100,002 109,234 222 109,456 10,363 87 1,599 2,188 39,471 13,398 67,106 △6,494 270,072 

事業年度中の変動額                          

特別償却積立金の 
取崩（注） 

          △17       17 －   － 

特別償却積立金の 
取崩 

          △20       20 －   － 

償却資産圧縮積立金
の取崩（注） 

              △272   272 －   － 

償却資産圧縮積立金
の取崩 

              △132   132 －   － 

剰余金の配当（注）                   △3,180 △3,180   △3,180 

剰余金の配当                   △3,182 △3,182   △3,182 

役員賞与(注)                   △207 △207   △207 

当期純利益                   11,630 11,630   11,630 

自己株式の取得                     － △100 △100 

自己株式の処分     △36 △36             － 354 317 

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額） 

                         

事業年度中の 
変動額合計（百万円） 

－ － △36 △36 － △37 － △404 － 5,500 5,059 254 5,276 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

100,002 109,234 185 109,420 10,363 50 1,599 1,784 39,471 18,899 72,166 △6,240 275,348 



（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  

  次へ 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

52,320 52,320 － 322,392 

事業年度中の変動額        

特別償却積立金の 
取崩（注） 

      － 

特別償却積立金の 
取崩 

      － 

償却資産圧縮積立金
の取崩（注） 

      － 

償却資産圧縮積立金
の取崩 

      － 

剰余金の配当（注）       △3,180 

剰余金の配当       △3,182 

役員賞与(注)       △207 

当期純利益       11,630 

自己株式の取得       △100 

自己株式の処分       317 

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額） 

3,470 3,470 73 3,544 

事業年度中の 
変動額合計（百万円） 

3,470 3,470 73 8,821 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

55,790 55,790 73 331,213 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 

‥‥‥移動平均法に基づく原価法 同左 同左 

(2）その他有価証券 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

①時価のあるもの ①時価のあるもの ①時価のあるもの 

‥‥‥中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

同左 ‥‥‥決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

②時価のないもの ②時価のないもの ②時価のないもの 

‥‥‥移動平均法に基づく原価法 同左 同左 

      

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 ２．デリバティブの評価基準及び評価方法 ２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

‥‥‥時価法 同左 同左 

      

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 ３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 ３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）製品 通常の販売目的で保有する棚卸資産 (1）製品 

‥‥‥総平均法に基づく原価法 (1）製品 ‥‥‥総平均法に基づく原価法 

(2) 販売用土地 ‥‥‥総平均法に基づく原価法 (2) 販売用土地 

‥‥‥個別法に基づく原価法 (2) 販売用土地 ‥‥‥個別法に基づく原価法 

(3）原材料 ‥‥‥個別法に基づく原価法 (3）原材料 

‥‥‥移動平均法に基づく原価法 (3）原材料 ‥‥‥移動平均法に基づく原価法 

(4）仕掛品 ‥‥‥移動平均法に基づく原価法 (4）仕掛品 

‥‥‥移動平均法（一部個別法）に

基づく原価法 

(4）仕掛品 

‥‥‥移動平均法（一部個別法）に

基づく原価法 

‥‥‥移動平均法（一部個別法）に

基づく原価法 

  （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定） 

  

      

  （会計方針の変更） 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日）が平成20年３月31日以前に開始する事

業年度に係る財務諸表から適用できること

になったことに伴い、当中間会計期間から

同会計基準を適用している。 

 これにより、営業利益及び経常利益はそ

れぞれ69百万円、税引前中間純利益は、

979百万円減少している。 

  



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．固定資産の減価償却の方法 ４．固定資産の減価償却の方法 ４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 建物（建物付属設備を除く）について

は定額法を、その他の有形固定資産につ

いては定率法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。 

建物 

‥‥３～50年 

機械装置 

‥‥４～17年 

建物（建物付属設備を除く）について

は定額法を、その他の有形固定資産につ

いては定率法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。 

建物 

‥‥３～50年 

機械装置 

‥‥４～17年 

建物（建物付属設備を除く）について

は定額法を、その他の有形固定資産につ

いては定率法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。 

建物 

‥‥３～50年 

機械装置 

‥‥４～17年 

  （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中間会計期

間より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更して

いる。 

これにより、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益はそれぞれ120百万円

減少している。 

  

  （追加情報） 

平成19年度の法人税法改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上している。 

これにより、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益がそれぞれ584百万円

減少している。 

  

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づいている。 

 定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間 

（５年）に基づいている。 

同左 



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．引当金の計上基準 ５．引当金の計上基準 ５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

同左 同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員賞与（使用人兼務取締役の使用

人分を含む）の支給に充てるため、当中

間会計期間末直前支給額を基礎とした見

積額を計上している。 

同左  従業員賞与（使用人兼務取締役の使用

人分を含む）の支給に充てるため、期末

直前支給額を基礎とした見積額を計上し

ている。 

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

従業員退職金の支出に充てるため、当

事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認められる

額を計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により費用処理し

ている。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理している。 

同左  従業員退職金の支出に充てるため、当

事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により費用処理し

ている。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理している。 

      

６．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 同左 



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

７．ヘッジ会計の方法 ７．ヘッジ会計の方法 ７．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 原則として、時価評価されているヘッ

ジ手段に係る損益又は評価差額を、ヘッ

ジ対象に係る損益が認識されるまで資産

又は負債として繰り延べる方法による。

なお、金利スワップのうち「金利スワッ

プの特例処理」の要件を満たすものにつ

いては、金利スワップを時価評価せず、

その金銭の受払の純額を当該資産又は負

債に係る利息に加減している。 

同左 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

①資金の調達に係る金利変動リスク ①資金の調達に係る金利変動リスク ①資金調達に係る金利変動リスク 

借入金や社債などをヘッジ対象とし

て、金利スワップをヘッジ手段として用

いる。 

同左 同左 

②外貨建資産・負債に係る為替変動リス

ク 

②外貨建資産・負債に係る為替変動リス

ク 

②外貨建資産・負債に係る為替変動リス

ク 

外貨建の現金及び預金、海外投融資な

どをヘッジ対象として、為替予約及び通

貨スワップをヘッジ手段として用いる。 

同左 同左 

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

 デリバティブ取引は、業務遂行上、金

融商品の取引を行うに当たって抱える可

能性のある市場リスクを適切に管理し、

当該リスクの低減を図ることを目的とす

る場合に限る。 

同左 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計又は相場変動

を比較し、両者の変動額等を基礎にし

て、ヘッジの有効性を評価している。た

だし、特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略して

いる。 

同左 同左 

      

８．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

８．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっている。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── ───── （役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度より、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用している。 

これにより営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益は、それぞれ247百万円減少し

ている。 

      

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、326,411百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成している。 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用して

いる。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、331,139百万円である。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の財務諸表等規則によ

り作成している。 

      

(ストック・オプション等に関する会計基準) ───── (ストック・オプション等に関する会計基準) 

当中間会計期間より、「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業会計基

準第８号 平成17年12月27日）及び「スト

ック・オプション等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第11号 

平成18年５月31日）を適用している。 

これにより営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益は、それぞれ18百万円減少し

ている。 

  当事業年度より、「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準」（企業会計基準第

８号 平成17年12月27日）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第11号 平

成18年５月31日）を適用している。 

これにより営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益は、それぞれ73百万円減少し

ている。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

205,148百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

210,664百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

208,530百万円である。 

      

※２．圧縮記帳額 ※２．圧縮記帳額 ※２．圧縮記帳額 

 国庫補助金等の受入れにより、下記

の圧縮記帳額を当該資産の取得価額か

ら控除している。 

 国庫補助金等の受入れにより、下記

の圧縮記帳額を当該資産の取得価額か

ら控除している。 

 国庫補助金等の受入れにより、下記

の圧縮記帳額を当該資産の取得価額か

ら控除している。 
  

建物 92百万円

機械装置 94 

工具器具備品 42 

  
建物 92百万円

機械装置 93 

工具器具備品 52 

建物 92百万円

機械装置 93 

工具器具備品 42 

      

３．保証債務 ３．保証債務 ３．保証債務 

下記の債務についてそれぞれ保証・

保証予約を行っている。 

下記の債務についてそれぞれ保証・

保証予約を行っている。 

下記の債務についてそれぞれ保証・

保証予約を行っている。 
  

  

(1）ユニット住宅購入
者が利用する住宅
ローン 

11,057百万円

(2）従業員持家制度促
進のための住宅ロ
ーン 

2,106百万円

(3）関係会社の借入債務 

㈱セキスイアカウン
ティングセンター 

11,000百万円

積水中間膜（蘇州）
有限公司 

891 

積水（青島）塑膠有
限公司 

598 

上海積水鴻奇塑料有
限公司 

597 

Sekisui S-Lec 
Thailand Co.,Ltd. 

455 

北京積水創格医療科
技有限公司 

418 

新疆永昌積水複合材
料有限公司 

313 

無錫積菱塑料有限公
司 

36 

計 27,476百万円

  
(1）ユニット住宅購入

者が利用する住宅
ローン 

8,982百万円

(2）従業員持家制度促
進のための住宅ロ
ーン 

1,593百万円

(3）関係会社の借入債務 

新疆永昌積水複合材
料有限公司 

1,036百万円

㈱セキスイアカウン
ティングセンター 

1,000 

積水中間膜（蘇州）
有限公司 

779 

積水（青島）塑膠有
限公司 

674 

上海積水鴻奇塑料有
限公司 

614 

Sekisui S-Lec 
Thailand Co.,Ltd. 

311 

北京積水創格医療科
技有限公司 

247 

無錫積菱塑料有限公
司 

18 

小 計 4,682百万円

合 計  15,258百万円
  

(1）ユニット住宅購入
者が利用する住宅
ローン 

8,021百万円

(2）従業員持家制度促
進のための住宅ロ
ーン 

1,935百万円

(3）関係会社の借入債務 

㈱セキスイアカウン
ティングセンター 

8,000百万円

積水中間膜（蘇州）
有限公司 

892 

積水（青島）塑膠有
限公司  

680 

上海積水鴻奇塑料有
限公司 

626 

Sekisui S-Lec 
Thailand Co.,Ltd. 

424 

北京積水創格医療科
技有限公司 

337 

新疆永昌積水複合材
料有限公司  

247 

無錫積菱塑料有限公
司 

28 

小 計 11,238百万円

合 計 21,194百万円



  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

４．偶発債務 ４．偶発債務 ４．偶発債務 

社債の債務履行引受契約に係る偶発

債務は次のとおりである。 

(1)社債の債務履行引受契約に係る偶

発債務は次のとおりである。 

社債の債務履行引受契約に係る偶発

債務は次のとおりである。 
  

第３回無担保社債 10,000百万円
  

第３回無担保社債 10,000百万円 第３回無担保社債 10,000百万円

    
   (2)当社は、塩化ビニル管の販売価格

を他の事業者と共同して決定している

疑いがあるとして、平成19年７月10日

以降、公正取引委員会の調査を受けて

いる。 

    これにより、今後、損失等が発生す

る可能性があるが、現在のところその

影響を合理的に見積もることは困難で

あり、当該事象が中間財務諸表に与え

る影響は明らかではない。 

      

※５．中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理している。 

   なお、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の満期手形が

中間会計期間末日残高に含まれている。 

※５．中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理している。 

   なお、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の満期手形が

中間会計期間末日残高に含まれている。 

※５．当事業年度末日の満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理している。 

    なお、当事業年度末日は金融機関の

休日であったため、次の満期手形が当

事業年度末日の残高に含まれている。 
  

受取手形 1,542百万円

支払手形 237百万円

  
受取手形 1,271百万円

支払手形 248百万円

受取手形 1,874百万円

支払手形 285百万円

      

※６．未払消費税等 ※６．未払消費税等 ※６．    ───── 

 仮払消費税等と仮受消費税等を相殺

し、流動負債「その他」に含めて表示

している。 

同左   

      

７．コミットメントライン契約 ７．コミットメントライン契約 ７．コミットメントライン契約 

運転資金の効率的、かつ機動的な調

達を行うため、取引金融機関９行の協

調融資方式によるコミットメントライ

ン契約を締結している。 

この契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高等は次のとおりであ

る。 

運転資金の効率的、かつ機動的な調

達を行うため、取引金融機関９行の協

調融資方式によるコミットメントライ

ン契約を締結している。 

この契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高等は次のとおりであ

る。 

運転資金の効率的、かつ機動的な調

達を行うため、取引金融機関９行の協

調融資方式によるコミットメントライ

ン契約を締結している。 

この契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高等は次のとおりである。 

  

  

コミットメント 
ラインの総額 

15,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 15,000 

  
コミットメント 
ラインの総額 

15,000百万円

関係会社での 
借入実行残高 

2,465 

差引額 12,534 

コミットメント 
ラインの総額 

15,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 15,000 



（中間損益計算書関係） 

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
  

受取利息及び割引料 383百万円

受取配当金 3,896 

  
受取利息及び割引料 625百万円

受取配当金 4,565 

受取利息及び割引料 933百万円

受取配当金 4,609 

      

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
  

支払利息 313百万円
  

支払利息 366百万円 支払利息 675百万円

      

※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの 

(1）構造改善費用 (1）構造改善費用 (1）構造改善費用 

 構造改善費用の主な内訳は、事業撤

退等に伴う関係会社再編関連費用936

百万円である。 

 構造改善費用の主な内訳は、関係会

社再編に伴う早期退職による割増退職

金等2,998百万円である。 

構造改善費用の主な内訳は、事業撤

退等に伴う関係会社再編費用3,290百

万円及び資産廃棄等544百万円であ

る。 

      

(2）減損損失 (2）   ───── (2）減損損失 

当中間会計期間において、当社は以

下の資産について減損損失を計上し

た。 

当社は、他の資産又は資産グループ

から概ね独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位によって（ただ

し遊休資産については個別物件ごと

に）資産をグルーピングした。その中

で、地価の下落により、帳簿価額に対

して時価が著しく下落した状況にある

資産について帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,218百万円）として特別損失に計

上した。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、

正味売却価額（不動産鑑定士による鑑

定評価額）により測定している。 

  

用 途 種 類 場   所 

遊休地 土地 滋賀県甲賀市  

  当事業年度において、当社は以下の

資産について減損損失を計上した。 

 当社は、他の資産又は資産グループ

から概ね独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位によって（ただ

し遊休資産については個別物件ごと

に）資産をグルーピングしている。そ

の中で、地価の下落により、帳簿価額

に対して時価が著しく下落した状況に

ある資産について帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（1,218百万円）として特別損失に

計上した。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、

正味売却価額（不動産鑑定士による鑑

定評価額）により測定している。 

用 途 種 類 場   所 

遊休地 土地 滋賀県甲賀市  



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）その他 (3）その他 (3）その他 

 その他の主な内訳は、固定資産除却

損258百万円（うち機械装置94百万

円、建物56百万円、工具器具備品47百

万円）、固定資産売却損2百万円（う

ち機械装置2百万円）である。 

 その他の主な内訳は、固定資産除却

損516百万円（うち建物234百万円、機

械装置198百万円）である。 

 その他の主な内訳は、固定資産除却

損583百万円（うち建物169百万円、機

械装置239百万円、工具器具備品85百

万円）、固定資産売却損41百万円（う

ちソフトウエア36百万円）である。 

      

 ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額 
  

有形固定資産 4,565百万円

無形固定資産 680 

  
有形固定資産 5,194百万円

無形固定資産 606 

有形固定資産 9,783百万円

無形固定資産 1,394 

      

※５．法人税、住民税及び事業税 ※５．法人税、住民税及び事業税 ※５．    ───── 

 当中間会計期間における税金費用につ

いては、簡便法による税効果会計を適用

しているため、法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に含めて表示し

ている。 

同左   



（中間株主資本等変動計算書関係） 

Ⅰ 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の増加株式数の内訳 

単元未満株式の買取による増加           45,659株 

２．普通株式の減少株式数の内訳 

ストック・オプションの行使による減少      310,000株 

単元未満株式の買増請求による減少          831株 

  

Ⅱ 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の増加株式数の内訳 

取締役会決議による自己株式の取得による増加  5,000,000株 

単元未満株式の買取による増加           55,778株 

２．普通株式の減少株式数の内訳 

ストック・オプションの行使による減少      228,000株 

単元未満株式の買増請求による減少         5,053株 

  

Ⅲ 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の増加株式数の内訳 

単元未満株式の買取による増加          102,137株 

２．普通株式の減少株式数の内訳 

ストック・オプションの行使による減少      506,000株 

単元未満株式の買増請求による減少         5,244株 

  

  

  次へ 

  

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間
増加株式数（株） 

当中間会計期間
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 9,382,454 45,659 310,831 9,117,282 

合計 9,382,454 45,659 310,831 9,117,282 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間
増加株式数（株） 

当中間会計期間
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 8,973,347 5,055,778 233,053 13,796,072 

合計 8,973,347 5,055,778 233,053 13,796,072 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度増加
株式数（株） 

当事業年度減少
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

普通株式 9,382,454 102,137 511,244 8,973,347 

合計 9,382,454 102,137 511,244 8,973,347 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 10 9 0

その他 2,222 1,103 1,119

合計 2,232 1,113 1,119

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 9 0 8

その他 2,344 1,168 1,175

合計 2,353 1,169 1,184

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置 6 0 6

その他 2,146 1,094 1,051

合計 2,152 1,094 1,058

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

いる。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額   未経過リース料中間期末残高相当額   未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 475百万円

１年超 644 

計 1,119 

  
１年内 486百万円

１年超 697 

計 1,184 

１年内 463百万円

１年超 594 

計 1,058 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

している。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 262百万円

減価償却費相当額 262 

  
支払リース料 268百万円

減価償却費相当額 268 

支払リース料 532百万円

減価償却費相当額 532 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 

  

同左 

      

(減損損失について) (減損損失について) (減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失はない。 同左 同左 



（有価証券関係） 

  

（重要な後発事象） 

  
 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

１．前中間会計期間末（平成18年９月30日） 
  

  中間貸借対照表計上額 時価 差額 

(1）子会社株式 5,405百万円 2,975百万円 △2,430百万円 

(2）関連会社株式 12,379 18,282 5,902 

計 17,785 21,257 3,472 

  

２．当中間会計期間末（平成19年９月30日） 
  

  中間貸借対照表計上額 時価 差額 

(1）子会社株式 5,276百万円 3,706百万円 △1,570百万円 

(2）関連会社株式 12,379 20,012 7,632 

計 17,656 23,718 6,062 

  

３．前事業年度末（平成19年３月31日） 
  

  貸借対照表計上額 時価 差額 

(1）子会社株式 5,405百万円 2,847百万円 △2,558百万円 

(2）関連会社株式 12,379 20,319 7,939 

計 17,785 23,167 5,381 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、高機能プラスチックスカンパニー

におけるメディカル事業拡大のため、平成18

年9月11日の取締役会において、第一三共株

式会社の完全子会社である第一製薬株式会社

の100%子会社、第一化学薬品株式会社の株式

を取得することを決議し、平成18年10月2日

に同社株式を取得し子会社化した。 

1.子会社となる会社の概要 

(1)商号   第一化学薬品株式会社 

(2)主な事業 検査薬事業、研究用試薬事業 

内容   化学薬品事業、薬物動態研究 

事業 

(3)資本金  1,275百万円(平成18年9月末） 

(4)売上高  22,803百万円(平成18年3月期) 

(5)営業利益 2,551百万円(平成18年3月期) 

2.取得株式数、株式取得価額及び取得後の持

分比率 

(1)取得株式数     16,470千株 

(2)株式取得価額    21,165百万円 

(3)取得後の持分比率  100% 

───── ───── 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── ───── １．平成19年６月５日、当社は今後の事業拡

大に向けた資金確保のため、当社が保有

する積水ハウス株式会社の株式の一部を

売却し当社の出資比率は10.17％に減少

した。 

    (1) 相 手 先：積水ハウス株式会社 

（同社の自己株式取得に応

じて売却） 

(2) 譲渡金額：53,130百万円 

(3) 売 却 益：22,438百万円 

      

───── ───── ２．平成19年６月８日、当社は取締役会にお

いて経営環境の変化に対応した機動的な

資本政策を遂行するため、自己株式の取

得を決議した。 

    (1) 取得の方法：市場買付け 

(2) 取得する株式の数：5,000,000株を上

限とする。 

(3) 取得金額：5,500百万円を上限とす

る。 

(4) 取得の時期：平成19年６月11日から 

平成19年７月５日までの

間。 

      

───── ───── ３．住宅事業の東京、中部、近畿地区におけ

る販売会社及び住宅カンパニーを対象

に、特別措置を設けた転身支援制度によ

る退職者の募集を平成19年５月20日より

６月１日まで実施した結果、大量の退職

者が発生する見込みとなった。 

    (1) 対 象 者：対象会社に勤務するものの

内、2007年３月31日現在満

45歳以上で、かつ会社が認

めたもの。 

(2) 損失の見込み額：約20億円 

(3) 生産部門、その他の部門についても平

成19年度中に事業構造の改革を予定し

ているが、詳細は未定である。 



(2）【その他】 

平成19年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

(1)中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・ 3,679,978,491円 

(2)１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７円 

(3)支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・平成19年12月５日 

(注)平成19年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行う。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第85期）（自平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

  

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 事業年度（第85期）（自平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年９月12日関東財務局長に提出 

  

(3) 訂正発行登録書 

平成19年６月５日関東財務局長に提出 

平成19年６月28日関東財務局長に提出 

平成19年８月１日関東財務局長に提出 

平成19年９月12日関東財務局長に提出 

  

(4) 臨時報告書 

平成19年６月５日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）

に基づく臨時報告書である。 

平成19年６月28日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行）に基づく臨時報告書である。 

  

(5) 臨時報告書の訂正報告書 

平成19年８月１日関東財務局長に提出 

  

(6) 有価証券届出書及びその添付書類 

平成19年６月28日関東財務局長に提出 

  

(7) 有価証券届出書の訂正届出書 

平成19年８月１日関東財務局長に提出 

  

(8) 自己株券買付状況報告書 

平成19年７月12日関東財務局長に提出 

平成19年８月９日関東財務局長に提出 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

該当事項なし 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成１８年１２月２１日

積水化学工業株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 重松 孝司   印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 谷上 和範   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡本 髙郎   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

積水化学工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、積水化学工業株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月2日、第一三共株式会社の完全子会社である第一製

薬株式会社の100％子会社、第一化学薬品株式会社の株式を取得し子会社化した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表

に添付する形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成１９年１２月２０日

積水化学工業株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 重松 孝司   印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 谷上 和範   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡本 髙郎   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている積水化学工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、積水化学工業株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から棚卸資産の評価

に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表

に添付する形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成１８年１２月２１日

積水化学工業株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 重松 孝司   印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 谷上 和範   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡本 髙郎   印 

          

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

積水化学工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８５期事業年度の中間会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、積水化学工業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月2日、第一三共株式会社の完全子会社である第一製

薬株式会社の100％子会社、第一化学薬品株式会社の株式を取得し子会社化した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成１９年１２月２０日

積水化学工業株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 重松 孝司   印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 谷上 和範   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡本 髙郎   印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている積水化学工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第８６期事業年度の中間会

計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、積水化学工業株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項に記載のとおり、会社は当中間会計期間から棚卸資産の評価に関する

会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管している。 
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